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午前１０時００分 開議   

○議長（小比類巻雅彦君） おはようござい

ます。 

 出席議員は定足数に達しておりますので、

会議は成立いたします。 

 これより、本日の会議を開きます。 

 本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第２号をもって進めます。 

───────────────── 

  ◎日程第１ 市政に対する一般質問 

○議長（小比類巻雅彦君） 日程第１ 市政

に対する一般質問を行います。 

 奥本菜保巳議員の登壇を願います。 

○４番（奥本菜保巳君） おはようございま

す。 

 日本共産党奥本菜保巳でございます。 

 まず冒頭に、北朝鮮による１月６日の核実

験、また、それに続く事実上の長距離弾道ミ

サイルの発射に対し厳しく非難し、抗議いた

します。 

 北朝鮮のこの一連の行為は、弾道ミサイル

技術を利用した、いかなる発射も行わないこ

とを求めた国連安保理決議に違反し、６カ国

協議の共同声明、日朝平壌宣言に違反する暴

挙であり、容認することはできません。 

 米軍三沢基地を抱える三沢市の市民の安

心・安全のためにも、国際社会が一致して、

政治的、外交的努力を強め、北朝鮮に核兵器

とミサイルを放棄させるための実効ある措置

をとることを求めます。 

 それでは、今任期１６回目の一般質問をさ

せていただきます。 

 今回も市民から寄せられた声を主眼に置

き、子育て支援策、生活保護制度、市庁舎バ

リアフリー化について、順を追って質問いた

します。 

 第１の質問。子育て支援策の一つに掲げら

れています、子ども医療費の無料化について

伺います。 

 子ども医療費の無料化の制度に当たって

は、少子化対策、人口減少対策の一環とし

て、子育てを応援する体制づくりとして、全

国的に取り組む自治体がふえています。 

 昨年の新聞記事の中で、中学生も医療費助

成、自治体の６５％、１０年で１０３倍と掲

載されたそうです。助成対象を小学校就学前

までとしていた自治体は、２００４年には９

６％だったのが、２０１４年には３８％。中

学卒業まで、もしくは、それ以上の自治体

は、２００４年の０.４％から４０％となって

おり、この１０年間で助成対象の年齢が全国

的に大きく引き上げられていることが示され

ています。 

 青森県内の１０市の中では、直近では青森

市が中学卒業まで無料としています。所得制

限はありますが、子供１人の場合は所得５７

０万円まで、２人が６０８万円まで、３人が

６４６万円まで、４人が６８４万円までを基

準にしているため、対象になる子供たちが多

いとされています。 

 また、特に少子化の加速化に危機感を募ら

せている町村では熱心に取り組んでいます。

三沢市近隣では、東北町が高校卒業まで、六

戸町、おいらせ町では中学卒業まで、子供の

医療費が無料となっており、所得制限はあり

ません。対象となる全ての子供たちが無料で

医療を受けられる体制が整っています。 

 当市を取り巻く近隣のまちでは、子育て世

帯に手厚い施策を整え、それが功を奏して、

子育て世代の人口をふやしています。その多

くが三沢市から移っているのではないかと懸

念しております。 

 確かに、三沢市の子供の医療費無料化の取

り組みは、県内１０市と比較すれば、その多

くの市が通院を就学前まで、入院を中学卒業

までとしている中、三沢市は中学卒業まで、

入院も通院も無料、窓口負担もなく、所得制

限はあるものの、１０市の中ではぬきんでて

いるように思います。 

 しかし、昨今の人口減少、近隣への人口流

出を考えたとき、１０市の取り組みではな

く、近隣自治体の取り組みに歩調を合わせる

べきではないでしょうか。子育て世帯の人口

流出を防ぎ、定住化の促進につながります。 
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 今議会で、三沢市は、２８年度の当初予算

案の中に、移住や定住化を進めるための事業

案が掲げられ、予算額１億円を計上している

ところですが、さらに、子ども医療費無料化

の所得制限を撤廃すれば、さらなる相乗効果

が見込まれるのではないでしょうか。 

 そこで、次の点について伺います。 

 まず１点目として、子ども医療費の現状に

ついて伺います。平成２４年度から平成２６

年度までの対象者数と医療費の推移について

伺います。 

 次に、２点目として、三沢市の中学卒業ま

での全ての子供たちが安心して医療を受けら

れるように、また、子育て世帯の近隣への流

出をとどめるためにも、子供の医療費無料化

の所得制限を撤廃すべきと思いますが、当市

の見解を伺います。 

 続きまして、第２の質問、生活保護制度に

ついて伺います。 

 生活保護制度は、憲法２５条において、

「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の

生活を営む権利を有する」「国は、すべての

生活部面について、社会福祉、社会保障及び

公衆衛生の向上及び増進に努めなければなら

ない」とされ、憲法で保障された最後のセー

フティーネットとなっています。 

 また、生活保護は、就学援助、住民税非課

税基準、年金、最低賃金、各種減免など、国

民生活の最低生活保障の基準となっていま

す。 

 さて、日本の相対的貧困率、２０１２年度

で１６.１％、国民の６人に１人が貧困状態で

あることが明らかになりました。ＯＥＣＤ・

経済協力開発機構に加盟する３４カ国の中

で、日本は貧困率第４位という貧困大国で

す。 

 ２０１２年の貧困ラインは、年収１２２万

円で、 月収にすると約１０万１,６００円

で、家賃などを引くと、生活保護基準以下と

なります。ひとり親世帯の貧困率はさらに高

く、５４.６％で、世界第１位だということで

す。 

 日本では、この貧困率から換算すれば、貧

困とされる人は約２,０５２万人に上ります

が、生活保護の利用者は２１６万人と、実に

貧困である人の１割しか利用できていない実

態があります。それでも昨今、強まる生活保

護バッシングにより、実際には必要な人が受

けにくい、受けられない状況が生まれている

との指摘もあります。 

 最近では、報道で生活保護利用者が過去最

高になったと大きく取り上げられますが、日

本弁護士連合会によれば、現行の生活保護法

のもとでの比較の中で過去最高の利用か否か

は、人数ではなく利用率で比較すべきものと

の指摘があります。 

 生活保護受給者の人数を全体の人口で割り

算して出される利用率で比較すれば、過去最

高とされていた１９５１年は２.４％、２０１

１年度は１.６％と減少しています。 

 また、日本は、先進諸外国と比較としても

利用率がかなり低く、日本の生活保護費のＧ

ＤＰにおける割合は０.５％、諸外国に比べて

極端に低いのだそうです。 

 生活保護については、誤った情報がまこと

しやかに流布されて、さまざまな偏見を生ん

でいるとの指摘もあります。にもかかわら

ず、国は、平成２５年８月から生活扶助基準

引き下げを始め、平成２７年７月に住宅扶

助、１０月に暖房費に当たる冬期加算の引き

下げを行っています。 

 三沢市は、住宅扶助に関しては、地域で見

ると影響はありませんでしたが、冬期加算で

は影響があるとのことでした。この冬期加算

は、暖房費ということになりますが、引き下

げにより健康を害する危険性もあります。 

 原油安が続く中、確かに灯油代の値下がり

はあります。しかし、生活保護を受けている

方々の住まいは、国が定める最低住居面積水

準、整備としては、キッチン、浴室、水洗ト

イレ、収納が不十分であり、断熱材がしっか

りと充塡されている住環境にあるとは言いが

たい状況です。当然暖房費もかさみます。従

来の冬期加算でも十分だとは言えない状況で
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した。にもかかわらず、減額されることにな

りました。 

 そこで、伺います。 

 まず１点目として、生活扶助冬期加算の引

き下げにより、保護費は改定前と比較してど

の程度減額になっているのか。 

 ２点目、冬期加算の引き下げにより影響を

受ける世帯数はどうか。 

 ３点目として、冬期加算については、疾病

や障害がある方等に対して例外規定、特別基

準が適用されるとしています。 

 その適用要件の項目は、１、病気とか障害

で外に出られない人。２、乳児が世帯にい

て、家にずっといなければいけない人。３、

介護保険サービスを受けている人。４、障害

者サービスを受けている人。５、要介護３か

ら５の認定を受けている人。６、透析患者。

７、骨折などで一時的に外出が困難な者。以

上の要件に該当する人は、特例として１.３倍

となります。 

 そこで、特例の該当者に対し柔軟に対応す

べきと思いますが、当市の見解を伺います。 

 次に、第３の質問、市庁舎のバリアフリー

化について伺います。 

 国土交通省のホームページの中で、官庁施

設の整備においては、高齢者、障害者等の移

動等の円滑化の促進に関する法律において求

められる内容を満たすのみではなく、高齢

者、障害者等を含む全ての人が安全に、安心

して、円滑かつ快適に施設を利用できること

を目指したバリアフリー化を推進しています

とありました。 

 また、地方公共団体は、国の責務に加え

て、地域特性に合わせて建築物のバリアフ

リー化基準の強化に努めることが必要とされ

ています。 

 このような社会規範が広まる中で、当市の

庁舎を見ますと、老朽化が進み、耐震基準は

クリアしていますが、全ての市民が安全に、

安心して、円滑かつ快適に利用できる施設と

は言いがたい現状ではないでしょうか。確か

に、バリアフリー法が制定される以前の建築

物であり、構造的な面からも、現在の法律の

基準並みの整備は難しいものと認識していま

す。 

 しかし、万一の災害時には、市民の安全・

安心のよりどころとなる拠点施設が市庁舎に

なります。そうであれば、なおさら全ての人

が安全に。安心して、円滑かつ快適に利用で

きることを目指すべきであり、その整備が必

要であると思います。 

 ある市民の方から、市庁舎の出入り口アプ

ローチにおいて、肢体不自由の方、高齢者の

方が転倒していた、つまずいていたとの目撃

情報がありました。高齢者の転倒は骨折につ

ながり、寝たきりの発端となります。 

 高齢化社会が進む中で、当市としても、全

ての出入り口アプローチ、トイレのバリアフ

リー化の再整備が必要であると考えますが、

当市の見解を伺います。 

 以上をもちまして、私の壇上からの一般質

問を終わります。 

○議長（小比類巻雅彦君） ただいまの奥本

菜保巳議員の質問に対する当局の答弁を求め

ます。 

 市長。 

○市長（種市一正君） おはようございま

す。 

 ただいまの奥本議員御質問の市庁舎バリア

フリー化については私から、その他につきま

しては担当部長からお答えをさせますので、

御了承願いたいと思います。 

 市庁舎は、高齢の方々や障害を持つ方々を

はじめ、多くの市民の方々が来庁する施設で

ありますことから、市といたしましても、市

民の方々が安心して市役所を訪れていただけ

るように、庁舎内のバリアフリー化を進めて

まいりました。 

 これまでの庁舎内の進捗状況であります

が、玄関スロープの整備、オストメイト対応

トイレの設置、和式トイレから洋式トイレへ

の改修、階段手すりなどを設置してまいった

わけであります。 

 御質問の北側のアプローチでありますが、
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庁舎の公会堂側に面した北側玄関には、車椅

子やベビーカーでの使用に障害となっており

ます段差を解消するために、スロープを設置

いたしました。しかし、北側に位置すること

から、冬期間は凍結することもあり、除雪や

融雪剤の散布によりまして、来庁者の安全に

努めております。 

 北側玄関の改善につきましては、市民の

方々が安心して御利用いただけるように、今

後とも検討を進めてまいりたいと考えており

ます。 

 次に、トイレの改修でありますが、これま

でに市庁舎の本館では、１階と４階の男性

用、女性用の各１カ所、別館では、３階の男

性用、女性用の各１カ所を暖房便座つき洋式

トイレに改修をいたしました。 

 また、今年度は、本館２階と３階の男性

用、女性用の各１カ所を洋式トイレへと改修

を進めております。 

 御質問の和式トイレの手すりの設置につき

ましては、その必要性を十分認識しておりま

して、平成２８年度に整備することといたし

ております。 

 私からは、以上であります。 

○議長（小比類巻雅彦君） 民生部長。 

○民生部長（山本智香子君） 子育て支援策

についての子ども医療費無料化についてお答

えいたします。 

 御質問の第１点目、子ども医療費の実情に

ついてでありますが、子ども医療費給付事業

は、子育て支援の一つで、低所得者世帯に配

慮した事業であり、保護者の経済的負担を軽

減することで、子供の健康保持及び育児環境

の向上を目的に、現在はゼロ歳児から１５歳

の中学生までを給付対象としております。 

 この事業は、国や県の補助金を活用しなが

ら実施しており、当市では、青森県乳幼児は

つらつ育成事業実施要領に基づいて所得制限

を設定しておりますが、国民健康保険加入者

のゼロ歳児につきましては、所得制限を設け

ず給付対象としております。 

 次に、ひとり親家庭等医療費や生活保護の

医療扶助費の受給者を除く受給対象者数であ

りますが、平成２４年度は、 受給対象者６,

１８０人、申請者３,３０６人、このうち受給

者は２,９３３人、申請者のうち、所得制限に

よる受給対象外は３７３人となっておりま

す。 

 平成２５年度につきましては、受給対象者

５,９６９人、申請者３,１８３人、このうち

受給者は２,９９２人、申請者のうち、所得制

限による受給対象外は１９１人となっており

ます。 

 平成２６年度につきましては、受給対象者

６,０２９人、申請者２,８４０人、このうち

受給者は２,７０４人、申請者のうち、所得制

限による受給対象外は１３６人となっており

ます。 

 次に、子ども医療費給付費についてであり

ますが、平成２４年度は７,１７９万６,４６

１円、平成２５年度は７,６８５万２,１８３

円、平成２６年度は７,９２０万６,５２６円

となっており、年々増加しております。 

 次に、御質問の第２点目、所得制限の撤廃

についてお答えいたします。 

 所得制限撤廃につきましては、若者定住化

の促進、少子化対策、保護者の経済的負担軽

減の拡充につながるものと考えております。 

 また、これまで開催してきました、市長と

語ろう住民懇談会、市長と一緒にパートナー

サロン等で、参加者の皆様から子ども医療費

の所得制限撤廃の要望があることも承知して

おります。 

 今後につきましては、他の制度との均衡を

図りながら検討してまいりたいと考えており

ます。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻雅彦君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（小泉富男君） 生活保護制

度についてお答えいたします。 

 御質問の第１点目、生活扶助冬期加算の引

き下げにより、保護費は改定前と比較してど

の程度減額になっているかについてお答えい

たします。 
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 まず、生活扶助ですが、２０から４０歳の

単身世帯は月額１,７９０円の減額、３０歳代

の母と子供の世帯が６３０円の減額となりま

したが、６０歳以上の単身世帯は月額２,１０

０円の増額、６０歳以上の夫婦世帯では１,９

４０円の増額となっております。 

 また、冬期加算については、単身世帯の場

合で年額１万１,６７０円、２人世帯では４,

１５０円の減額となるなど、世帯の人数によ

り見直しされております。 

 次に、第２点目の冬期加算の引き下げによ

る影響を受ける世帯数についてお答えいたし

ます。 

 冬期加算は、全被保護世帯に支給されます

ので、現在の生活保護受給世帯４５７世帯全

てが影響を受けることになります。 

 次に、第３点目の冬期加算の特別基準の適

用についてお答えいたします。 

 今年度の生活保護法の改正では、冬期加算

の特別基準が設けられ、冬期における光熱費

が当該地区で支給される冬期加算額で賄える

特段の事情がない限り、冬期加算額の１.３倍

の額を認定して差し支えないということにな

りました。 

 毎年、県内１０市の福祉事務所職員の担当

者会議が行われておりますが、昨年は１０月

２８日に、各福祉事務所の課題を持ち寄り、

４分科会に分かれ、勉強会を開催しておりま

す。その分科会の中で、生活福祉分科会で

は、奥本議員御質問の生活保護世帯の冬期加

算の特別基準 １.３倍の世帯認定についてが

議題に上がり、意見交換が行われておりま

す。 

 県内１０市で冬期加算の特別基準を適用し

ている市は、旧３市とむつ市が実施している

とのことですが、あくまで在宅が対象であ

り、サービスつき高齢者住宅に入居している

方は、施設入所と同様とみなし、対象外とし

ています。 

 今回、当市が特別基準を適用しない理由と

いたしましては、平成２６年度の年間の冬期

加算額と、今年度の改定された年間の冬期加

算額との比較で、灯油を何リットル購入が可

能なのか、２７年１０月の段階で配達販売灯

油価格に基づき計算いたしましたところ、２

６年度よりも２７年度は灯油単価が下がって

いるため、年間の冬期加算額における灯油量

が多く購入できる結果となったためでござい

ます。 

 また、現状を見ますと、今年度の灯油価格

は下落傾向にあるほか、電気やガス料金につ

いても、発電等の燃料となる石油液化天然ガ

ス等の輸入価格が下落しており、燃料費調達

単価が抑えられる状況でもあります。 

 したがいまして、今年度の三沢地区は、特

別基準の適用がなくても、通常の冬期加算で

賄えるという特段の事情に該当すると判断さ

れるものであります。 

 以上のようなことから、当市では、生活保

護世帯における冬期加算の光熱費、冬期加算

の特別基準は適用しないということでござい

ます。 

 また、次年度における冬期加算の特別基準

の適用に係る判断は、その年度時点での灯油

単価等の比較などにより、特段の事情に該当

するかどうかで判断してまいりたいと考えて

おります。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻雅彦君） 奥本議員。 

○４番（奥本菜保巳君） 御答弁ありがとう

ございました。 

 それでは、一問一答方式で再質問をさせて

いただきたいと思います。 

 まず、質問順ですので、子ども医療費無料

かの所得制限撤廃について再質問をさせてい

ただきます。 

 この子ども医療費無料化については、昨年

１月９日に、子ども議会においても子供さん

から質問がありました。当局は、事業の継続

のため、その財源確保のため、所得制限なし

にはできないという理由を、そのときは述べ

られておりました。 

 子供さんと親御さんにしてみると、同じ三

沢市で暮らす子供なのに、なぜなのかなとい
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うような素朴な疑問からの子供さんの声だっ

たと思います。 

 私は、今回、この子ども医療費無料化の所

得制限撤廃を提案した理由なのですが、子育

て世帯への支援というのは、低所得者への支

援というのはもちろんなのですけれども、そ

のために必要だというのはもちろんなので

す。近隣のまちに、子育て世代の人口流出に

なるのではないかと、それには大変危機感を

持ちました。それで、今回この質問を取り上

げたのですけれども。 

 特に、私どもが行った市民アンケートの中

に、子育て世帯のお母さんたちから要望が寄

せられたのです。本当にこれを御紹介したい

と思います。これは、そのまま読みます。 

 おいらせ町では、子供の医療費が私の収入

でもかからないようです。保育園や幼稚園の

費用もおいらせ町のほうが安いです。このま

までは、住みにくいのでおいらせ町へ引っ越

そうと考えているところです。 

 もう一人の方は、子ども医療費の無料の条

件である所得制限が三沢市は低過ぎる。青森

市とかなり差があり、三沢市民であるという

ことだけで、ほとんどの子供の医療費がかか

り、三沢に絶対住みたくない。子育てしにく

い。早く出たい。三沢に住んで大後悔。 

 また、もう一人の方は、子供の医療費を中

学卒業までは全員無料にすべきだと思う。車

社会だし、近場のおいらせ、六戸に家を建て

たほうが、土地も安い、医療費もかからな

い。 

 市民アンケートの中にこういう声が寄せら

れています。 

 やはり今もさまざまな近隣の町が、子育て

人口をふやそうと躍起となっているわけで

す。三沢市は、１０市の中では進んでいると

思うのですけれども、やはり人口流出という

のを考えたときに、ここは、やはりしっかり

と手当てしていかないと、その損失といいま

すか、かかる財源の分以上に人口が流失した

ときのほうの損失のほうが私は大きいと思い

ます。 

 今、市長にお伺いしたいのですけれども、

市民との懇談会というのを定期的に開催され

て、市長は、その声に応え、検討したいとい

うようなことのコメントも寄せられたと伺っ

ております。 

 財源確保のため、大変厳しい状況であると

いうことはわかりますけれども、私は、財源

がないということの一点張りでは三沢市は本

当に立ちおくれてしまうと思うのです。 

 今、御紹介したアンケートの方たち、ぜひ

三沢市に住んでいただきたいと思うのです。

そのために、市長、ぜひとも所得制限撤廃と

いうのを今検討しているというのであれば、

撤廃しますと公言されたらどうでしょうか。

市長に質問をいたします。 

 再質問、お願いします。 

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。 

 市長。 

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たします。 

 市民の意見等を聞く、あるいは今おっしゃ

るような懇談会等でも、その話が出ておりま

す。いろいろ財政的にも試算をしておりまし

て、今度、防衛の予算でも、そういうものに

使ってもいいという情報も得ております。

等々を考えながら、一旦やりますと、これは

やめるわけにいきませんので、十分検討し

て、時期等、あるいは段階的にどうするかと

いうことも含めて検討してまいりたいと。こ

のように思っております。 

 以上です。 

○議長（小比類巻雅彦君） 奥本議員。 

○４番（奥本菜保巳君） それでは、子育て

支援についての医療費の再々質問になると思

うのですけれども、やはり財源というのが一

番のネックになっているのだろうなと思うの

です。 

 そこで、東北町に伺いました。財源確保を

どうされているのですか。そうしたら、やっ

ぱり基金を積み立てている。そして、さまざ

まな補助メニューを一生懸命探して、一つだ

けでなく、さまざまな補助メニューを見つけ
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て、そして，これ以上少子化が進んではいけ

ないということでですね。 

 やはり財源の確保というのは、行政はこれ

から考えていただきたいなと思うのですけれ

ども、財源がない、できないではなくて、そ

の財源をどうやったらつくり出せるか、どう

やったら集められるか、どうやったらできる

か。 

 例えば、ふるさと納税で、北海道の村で

は、６０億円ぐらいの財政規模の村が１４億

円、ふるさと納税で集めるそうです。それを

保育料を無料にして使っていると。これは極

端な例だと言われるかもしれませんけれど

も、そういうふうに、やはり財源はそういう

ふうにしてつくっていくものだという意識を

ぜひとも行政は変えていただきたいと。 

 本当に人口減少で、子育て世帯、特に所得

制限は今２７０万円なのですけれども、それ

以上の世帯が、家を建てるという方たちがど

んどんいなくなってしまう。そっちの損失の

ほうが絶対大きいと思うのです。 

 ですから、財源というのをぜひとも、これ

は担当部長に答弁をお願いしたいのですけれ

ども、財源というのを、今、東北町を例に出

しましたけれども、確保に向けての意気込み

といいますか、考え方を。見つかったらやる

というふうに、どうしてもそういうふうに消

極的に聞こえてしまうのです。慎重に対応す

るというのはわかるのですけれども、その辺

についてちょっとお答えをいただきたいと思

います。 

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。 

 政策財政部長。 

○政策財政部長（大澤裕彦君） 再々質問に

お答えいたします。 

 市長から既に奥本議員おっしゃるような指

示を受けて、あらゆる面から探せということ

の指示を受けて、既に作業に入っておりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻雅彦君） 奥本議員。 

○４番（奥本菜保巳君） それでは、生活保

護制度について再質問をさせていただきたい

と思います。 

 私、先ほどの質問でも申し上げましたけれ

ども、生活保護に対しての、本当に最近の

バッシングというのが、本当に偏見というの

が日増しに、やはり全体に生活が苦しい方々

がふえてくると、余計に生活保護のバッシン

グというのが激しいものになっているなとい

うふうに感じています。 

 しかし、受けている方のほとんどが無年金

であったり、低い年金のみの高齢者の方の利

用だというふうに私は担当課から伺っており

ます。 

 これは、生活できない低い年金制度、それ

から、親から子への貧困の連鎖というのを断

ち切るための方策、政治の責任で抜本的に解

決していかなければならない、そういう問題

だと思います。 

 行政も国と連携して、生活保護を受けなく

ても暮らせる社会の仕組み、地域づくりとい

うのにぜひとも取り組む必要があるのではな

いかなというふうに思っております。 

 今回、冬期加算についてなのですけれど

も、原油安で、灯油代の引き下げによって全

く影響がないということで、特例は使わな

かったということなのですが、ほかの実施し

ているところも、灯油が引き下げになって

も、やっているところはやっています。 

 やはり過去を振り返ると、灯油代が高騰し

たときに福祉灯油というのがあったのですけ

れども、これは灯油代が高騰したときは、生

活保護が冬期加算があるからといって外され

たのです。引き下げになったら、そういうの

は無視して、引き上げられても、灯油の価格

に合わせて加算されたり、されなかったりと

いうことは、今までなかったと思うのです。

きちんとその状況によってやっていかなけれ

ばならないものだというふうに私は思ってい

ます。 

 先ほども申し上げましたけれども、やはり

生活保護者の住環境というのは、決して十分

な状況ではないというふうに思います。断熱
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材が入っていないとなれば、大変灯油代もか

かるのです。 

 今の部長の答弁、私、ちょっと確認させて

いただきたいのですけれども、全くやらない

ということではなく、ケースワーカーの方々

が訪問する際に、親身になって状況を判断し

て、そして、特別基準を適用させる必要があ

ると思ったときはやるのだと。そして、来年

度は、その状況をきちんと見てやるというふ

うに、私は今の答弁から判断しましたけれど

も、それでよろしいでしょうか。 

○議長（小比類巻雅彦君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（小泉富男君） 再質問にお

答えいたします。 

 解釈的には、間違いないと思います。 

 詳細に御説明いたしますと、次年度におけ

る冬期加算の特別基準の適用判断でございま

すが、その年度時点で灯油単価の比較をまず

するということが１点です。それが特段の事

情に当たるか、当たらないかを判断すると。 

 それからまた、対象者が傷病や傷害などに

よる療養のため、外出が著しく困難であり、

常に在宅せざるを得ない状況かどうか、そう

いった判断もしなければならないと。その条

件が合致した場合は、特別基準の申請をいた

だいて、冬期加算の１.３倍の適用をしてまい

ります。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻雅彦君） 奥本議員。 

○４番（奥本菜保巳君） しっかりと生活保

護が必要な方にはきちんと対応する、手当て

するということをぜひとも心がけて対応して

いただくことが望ましいと思います。 

 バリアフリーのほうなのですけれども、市

庁舎バリアフリー化のことについて再質問さ

せていただきます。 

 先ほど私が言いました北側といいますか、

できる範囲内で頑張って、構造的な基準等も

ありまして、できないことも多々あると思い

ますが、できる範囲内でバリアフリー化に向

けて努力しているというような答弁の内容

だったと思います。 

 今、早急に手当てしなければならないとい

うところは、やはり公会堂側の足を洗うとい

うところですか、水場があるのですけれど

も、そのところにスロープがちょんとついて

いるのです。あれだと、そこで転んでいる方

がいると。こちらに駐車場のところから上が

るのに、そこを通らなければならないわけな

のですけれども、そこは本当に早急に手当て

する必要があると思うのですけれども、その

点についてはどういう認識なのか、お伺いし

たいと思います。 

○議長（小比類巻雅彦君） 総務部長。 

○総務部長（宮古直志君） 再質問にお答え

いたします。 

 今、御質問がありました公会堂側の北側の

出入り口のところでございますけれども、皆

さん御存じのとおり、道路から進入してくる

場合に、大変狭うございまして、また、玄関

の入り口が、正面と違いまして、両方に太い

柱がございます。その関係で、どうしても正

面と同様なスロープが、今、一応考えている

のですけれども、技術上ちょっと無理かなと

いうことで考えておりました。 

 ただ、これにつきましては、いろいろ皆さ

んから御意見等いただいておりますので、こ

れについて、どうやったら皆様がより利用し

やすいか、今、一生懸命検討していますの

で、もう少しお時間をいただきたいと思いま

す。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻雅彦君） 奥本議員。 

○４番（奥本菜保巳君） それでは、再々質

問といきたいところですけれども、今、努力

して修繕するというふうなお話でしたので、

再々質問はございません。 

 構造的な部分というのは、本当に大変難し

い部分ですので。ただ、手すりをつけるとい

うことはできると思います。 

○議長（小比類巻雅彦君） 質問は端的にお

願いします。 

○４番（奥本菜保巳君） （続）ですので、

そういう部分でしっかりとやっていただくと
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いうことを申し上げ、私の質問を終わりま

す。 

○議長（小比類巻雅彦君） 以上で、奥本菜

保巳議員の質問を終わります。 

 それでは、一般質問を次に移ります。 

 春日洋子議員の登壇を願います。 

○１０番（春日洋子君） １０番公明党の春

日洋子でございます。 

 通告の順に従い、質問してまいります。 

 はじめに、行政問題の１点目、路面下空洞

調査についてお伺いします。 

 昨年、路面下空洞探査車・スケルカーによ

るサンプル調査で異常箇所が認められた５カ

所のうち２カ所を、本年１月にスコープ調査

を実施した結果、２カ所の空洞を確認しまし

た。 

 当日は、建設部職員とともに、上下水道部

の職員も立ち会い、空洞の広がりを目視で、

さらに、道路スコープ撮影記録をもとに確認

することができました。 

 そこで、１点目として、今回実施したサン

プル調査結果についての所感をお伺いしま

す。 

 次に、２点目として、昨年の第４回定例会

において、路面下空洞調査の実施に向けて

は、「国、県等が行っている調査状況を参考

にするとともに、国の交付金等の活用による

計画的な調査の実施について検討してまいり

たい」と考えているとのお答えでした。 

 そこで、市が想定している調査距離数と、

それに係る調査計画についてお伺いします。 

 次に、３点目として、空洞調査実施に向け

ては、危険な空洞を的確に発見できる技術力

や実績などが求められると考えますが、発注

方式について、技術を適切に評価し、調査の

品質向上につながる総合評価入札方式に対す

る本市の見解をお伺いします。 

 次に、行政問題の２点目、英語に触れる環

境づくりについてお伺いします。 

 三沢市に住む私たちは、日々、外国人と接

する機会があり、英語で気軽にコミュニケー

ションを図れたらどんなにいいかと感じるの

は私一人ではないと思います。 

 三沢市英語教育推進特区の概要を見ます

と、「三沢市は、民間空港や航空自衛隊三沢

基地、在日米軍三沢基地など全国有数の航空

施設を有する「大空のまち」であり、外国人

が基地内外に多く居住しているなど異国情緒

あふれる国際都市としての一面を持ってい

る。そこで、市内全小学校で英語教育を実施

することにより、”未来からの留学生”であ

る次代を担う子どもたちに早期に英語に慣れ

親しませ、国際感覚とコミュニケーション能

力を身に付けさせることで、国際社会に貢献

できる青少年の育成及び地域の国際交流活動

の進展や活性化を目指す」とあります。 

 このように、学校教育においては、英語活

動科で学ぶ機会は設けられていますが、国際

文化都市を目指す三沢市の特色を生かし、家

庭においても日常的に英語に触れる環境づく

りをより進める施策の一環として、マックテ

レビでの番組づくりについて、本市の見解を

お伺いします。 

 次に、行政問題の３点目、移動式赤ちゃん

の駅の導入についてお伺いします。 

 移動式赤ちゃんの駅は、市内で開催される

イベント等に乳幼児を連れた家族が安心して

参加できるよう、移動が可能なテントで、折

りたたみ式おむつ交換台や授乳用の椅子が

セットされています。 

 利用方法は、市が購入し、イベントの主催

者が事前に申し込み、貸し出しを受けるとい

う内容となっており、子育て中の世代からは

大変喜ばれるものと考えます。 

 このことから、子育て支援ともなり、子育

てに優しい、思いやりのまちづくりにつなが

る取り組みと考えますことから、その導入つ

いて、本市の見解をお伺いします。 

 次に、民生問題の婚姻届を提出する際の記

念撮影についてお伺いします。 

 三沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略素

案概要に示されている本市の年齢階層別未婚

率については、平成２２年では、男性の３０

歳から３４歳で約４２％、３５歳から３９歳
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で約３１％となっており、女性では２５歳か

ら２９歳で約４６％と増加傾向にあり、平成

２年と比較すると１５ポイント以上増加して

います。 

 今後、結婚への支援として、県と協力した

出会いの場の情報提供事業を具体的な施策に

掲げていますが、質問の１点目として、三沢

市に婚姻届を提出する件数は、およそ年間何

件であるか、お伺いします。 

 次に、人生の節目を写真に残しませんか

と、婚姻届や出生届などの手続に訪れた市民

に、記念撮影を行ってもらおうとウエルカム

ボードを用意し、好評を博している自治体が

あります。このウエルカムボードには、日付

やハッピーウエディングなどの文字ととも

に、記入した届け出用紙を張ることができま

す。 

 背景は、市を代表する風景の写真で彩ら

れ、市民が親しみやすいデザインになってい

ます。カメラを持参すれば、窓口の職員が撮

影してくれます。利用者からは、記念になっ

てよかったなどの声が寄せられているとのこ

とでした。 

 このような温かい取り組みは、結婚という

大切な機会を一生忘れられない思い出にして

いただくとともに、三沢市をＰＲする一つと

もなると思います。 

 このことから、２点目として、本市におい

てもウエルカムボードを作成し、希望する方

に記念撮影を行ってもらう取り組みについ

て、その見解をお伺いします。 

 次に、福祉問題のひとり親家庭への支援に

ついてお伺いします。 

 政府は、この９日、新たな子供の貧困対策

として、ひとり親家庭に支給される児童扶養

手当について、第２子以降への支給額をふや

すための児童扶養手当法改正案を閣議決定し

ました。 

 児童扶養手当は、１８歳未満の子供を持つ

母子家庭や父子家庭などを対象に支給してお

り、２０１５年３月時点で受給者は計１０５

万８,２３１世帯となっています。 

 現在、児童扶養手当は、第１子の支給額が

月額最大４万２,０００円であるのに対し、第

２子は、 所得に応じて現在の５,０００円を

最大１万円に、第３子以降は、３,０００円を

最大６,０００円に倍増することに決めまし

た。 

 一方、ひとり親家庭の就業率は、一般世帯

女性の６４.４％に対し８０.６％、雇用者の

うち、正規雇用は４３.０％、非正規は５７.

０％。平均年間就労収入は１８１万円となっ

ており、子供の貧困率、いわゆる平均的な所

得の半分以下の所得で暮らす１８歳未満の子

供の割合は、ひとり親に限ると、日本の子供

の貧困率１６.３％と比べると、５４.６％と

はね上がっています。 

 こうした状況から、保護者の経済格差が子

供の教育、進学にも影響を及ぼす貧困の格差

を断ち切るために、国においては、親の就労

を応援する施策が手厚く盛り込まれていると

のことですが、本市におけるひとり親への就

労支援はどのようになされているのでしょう

か。また、情報の周知方法についてもお伺い

します。 

 最後に、健康問題の生活困窮者自立支援法

における社会的孤立、ひきこもり等への対応

についてお伺いします。 

 平成２７年４月に、生活困窮者自立支援法

が施行され、全国に生活困窮者への包括的な

支援体制が整備されることになりました。 

 同法に基づき実施する自立相談支援事業の

対象者は、生活困窮者でありますが、相談事

業の性格上、所得、資産に関する具体的な要

件を設けるものではなく、複合的な課題を抱

える生活困窮者が制度のはざまに陥らないよ

う、できる限り幅広く対応することが必要と

なります。 

 また、生活困窮者の中には、社会とのつな

がりが薄れ、みずからサービスにアクセスで

きない方も多いことから、対象者の把握は、

早期支援につながるよう配慮することが重要

です。 

 厚労省では、ひきこもりを、さまざまな要
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因の結果として社会的参加を回避し、原則的

には６カ月以上にわたっておおむね家庭にと

どまり続けている状態と定義し、それが約２

６万世帯に上ると推計しています。 

 近年では、ひきこもりの高年齢化が進んで

いると言われ、最近では、一旦社会に出てか

ら挫折したことで、ひきこもり状態になる人

がふえ、高年齢化に拍車をかけています。 

 問題は、ひきこもりを抱える親が既に高齢

化しており、本来、親の世代が年金を受給す

るなど、社会保障の恩恵を受けているはず

が、子供が社会復帰できない、または、不就

労の状況が続き、果ては生活困窮に至る世帯

となることが予想されます。 

 このような背景から、地域で就労できずに

引きこもっている実態を調査し、支援策の実

施が求められていますが、本市において、こ

れまで寄せられたひきこもりの相談件数は何

件であったのか、また、どのように対応され

ているのか、お伺いします。 

 以上で、私の質問を終わります。御答弁を

よろしくお願いいたします。 

○議長（小比類巻雅彦君） ただいまの春日

洋子議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。 

 市長。 

○市長（種市一正君） ただいまの春日議員

御質問の行政問題の第２点目、英語に触れる

環境づくりについては私から、その他につき

ましては担当部長からお答えをさせますの

で、御了承願いたいと存じます。 

 マックテレビの運営に関しては、放送法の

定めるところによりまして、番組基準及び放

送番組の編集に関する基本計画を定めており

まして、自主制作番組は、行政広報ジャン

ル、健康・福祉ジャンル、教育・文化・ス

ポーツジャンル、経済・産業・観光ジャン

ル、市民活動ジャンル、娯楽・教養ジャンル

と六つのカテゴリーに分類し、これらをバラ

ンスよく制作することにしております。 

 また、この内容につきましては、取り扱う

題材が多岐にわたりますことから、毎年実施

しております市民アンケートや、学識経験者

等で組織されております放送番組審議会から

の御意見等に基づき、制作業者を含めた毎月

の番組編成会議において、放送内容等を検討

し、より市民の満足度の高い番組となるよう

努めているところであります。 

 御質問の英語に触れる番組づくりの取り組

みにつきましては、過去の実績として、月１

回３０分の日常英会話講座、週１回５分のワ

ンポイント英会話を放送した経緯があり、現

在では、１回につき１分の英会話コーナー、

スピークイングリッシュを週に１００回程度

放送いたしております。 

 今後におきましては、市民アンケートによ

る英語番組のニーズ調査を行うとともに、関

係団体や放送番組審議会等の御意見を賜りな

がら、より英語に親しめる番組となるように

研究してまいりたいと思っております。 

 私からは、以上であります。 

○議長（小比類巻雅彦君） 総務部長。 

○総務部長（宮古直志君） 行政問題の路面

下空洞調査を発注する際の発注方式につきま

してお答えいたします。 

 総合評価入札方式は、平成１７年４月に公

共工事の品質確保の促進に関する法律が施行

され、この中で、価格だけで評価していた従

来の落札方式とは異なり、品質を高めるため

の新しい技術や経験など、価格と品質の両面

から最も評価の高いものを落札者とする総合

評価落札方式として、国をはじめ全国自治体

で導入されてきております。 

 当市におきましても、平成２２年１０月

に、試行ではありますが、三沢市建設工事総

合評価落札方式試行要領を制定し、設計金額

が５,０００万円以上の工事で、入札価格のほ

か、企業の施工能力等を総合的に評価するこ

とが適当と認められるものを対象に実施して

きているところでございます。 

 御質問の路面下空洞調査の発注についてで

すが、今後、発注する場合には、総合評価落

札方式を含め、どのような入札方法が適して

いるのかなどを、他の事例を参考として総合
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的に判断してまいりたいと考えております。 

 いずれにいたしましても、入札、契約の適

正化の基本原則に基づきまして、競争性、公

平性、透明性を確保し、各事案に応じた入札

方法を採用してまいりたいと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻雅彦君） 建設部長。 

○建設部長（高橋常幸君） 行政問題の第１

点目、路面下空洞調査についてお答えいたし

ます。 

 市民生活に密着した道路の維持管理は、市

民全てが安心・安全に暮らす上で非常に重要

であり、特に、突然発生する路面陥没は重大

事故につながる危険性があるため、路面の損

傷及び異常箇所の把握に努めていくことがま

すます大切となってきています。 

 そのような状況の中で、平成２７年１０月

に、地中レーダーを搭載した路面下空洞探査

車を使用した路面下空洞調査のサンプル調査

が行われ、約１.７キロメートルの区間に５カ

所の空洞の可能性がある場所が判明しまし

た。 

 さらに、本年１月に、前回の調査場所を引

き続き２次調査のサンプル調査として、空洞

の可能性がある場所に小さな穴をあけ、カメ

ラを挿入して、空洞の規模を特定するスコー

プ調査を行いました。 

 この２次調査では、空洞の可能性がある５

カ所のうち２カ所の調査を行い、その結果、

２カ所に空洞が確認されました。 

 このことに対しまして、御質問の第１点

目、サンプル調査結果の所感につきまして、

今回の空洞は補修に緊急性を要するものでは

なかったものの、現実に空洞があったこと、

そして空洞の範囲が想定より深かったことか

ら、目に見えないところの維持管理の難しさ

を感じております。 

 また、この結果により、空洞の位置及び規

模が特定されましたことから、降雪の影響が

ない時期に道路を開削して、空洞の発生原因

を調査し、その後、補修を行いたいと考えて

おります。 

 次に、御質問の第２点目の市が想定してい

る調査距離数と調査計画につきましては、ま

ず、緊急輸送道路の４.４キロメートルを優先

的に実施し、その後、幹線道路約８０キロ

メートルの中から、路面下に地下埋設物など

の多い路線や交通量の多い路線を選定し、年

次計画を立て、調査を実施してまいりたいと

考えております。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻雅彦君） 民生部長。 

○民生部長（山本智香子君） 民生問題の婚

姻届を提出する際の記念撮影についての御質

問にお答えいたします。 

 第１点目の婚姻届を提出する件数について

でありますが、市民課窓口での婚姻届の受理

件数は、平成２４年度で３１９件、平成２５

年度で３２０件、平成２６年度では２５８

件、平成２７年度１月末まででは２１５件と

なっております。 

 次に、第２点目の人生の節目をお祝いする

ためのウエルカムボードを作成し、希望する

方に記念撮影をする取り組みについてであり

ますが、現在、市民課では、ウエルカムボー

ド的なものは作成しておりませんが、婚姻届

を提出する方の御希望があれば快くお引き受

けいたしております。 

 御質問のボードの作成につきましては、先

進地事例等を参考に、前向きに検討してまい

りたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻雅彦君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（小泉富男君） 行政問題の

３点目、移動式赤ちゃんの駅の導入ついてお

答えいたします。 

 移動式赤ちゃんの駅は、乳幼児を連れた保

護者がイベントなどに安心して参加できるよ

う、乳幼児の授乳及びおむつ交換などを行う

ためのスペースとして、移動式テントを設置

するものでありますが、それらの形式は多種

多様であり、おおむね２から３畳程度の広さ

のものが主流となっております。 
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 当市といたしましては、三沢市総合振興計

画後期基本計画の中で、時代のニーズに応じ

た子育て支援策や子育て環境の整備を進め、

誰もが安心して子供を産み育てられる環境づ

くりを基本方針に掲げ、各種の子育て支援事

業などを実施しております。 

 御質問の移動式赤ちゃんの駅については、

子育てしやすいまちづくりの一環と捉え、各

種イベントの主催者や利用者からの声を聞き

ながら、どの程度のニーズがあり、何張り必

要となるのかなど、実施に当たり効果的な利

用が図られるよう調査研究してまいりたいと

考えております。 

 続きまして、福祉問題のひとり親家庭への

支援についての御質問にお答えいたします。 

 ひとり親家庭は、子育てをしながら働かな

ければならないという困難な就労環境にあ

り、就労しながらも経済的に厳しい状況に置

かれている家庭が多いことで、国の施策とし

て、ひとり親家庭の子育て、生活、就業、経

済面などの支援が必要との観点から、自立に

向けた各種支援事業を母子家庭等対策総合支

援事業に集約し、補助体系を一元化し、地域

における支援対策の普及促進を図っていると

ころであります。 

 また、平成２５年度には、ひとり親家庭へ

の支援策のあり方に関する専門委員会を設置

し、子供の貧困対策も含めた、今後の支援方

針について検討されております。 

 御質問の当市のひとり親家庭に対する就労

支援の実施状況でありますが、児童扶養手当

の新規申請時において、窓口対応の職員が支

援制度について、利用できるサービスの内容

や市のサポート体制などを説明いたします。

さらに、年１回の現況届の際には、制度改正

などの情報提供を行っております。 

 また、自立支援を希望される方について

は、専門の母子・父子自立支援員が就業希

望、子育て、経済面などの状況を確認させて

いただき、個々の自立支援プログラムを策定

し、計画的な支援を図っております。 

 具体的には、就労に向けての資格取得の方

法や、保育所利用時における必要な情報提供

を行っております。 

 また、資格取得を希望する方には、講座や

講習会などの参加の経費に係る給付制度であ

る、自立支援教育訓練給付金事業について紹

介し、看護師や保育士等の資格取得のために

就学を希望する方には、利用可能な施設の紹

介や応募方法、学費等の情報提供にあわせ

て、入学後に受けられる給付費として、高等

職業訓練促進給付金等事業についてお知らせ

し、就労の安定化による生活力の向上のため

の支援を行っております。 

 次に、情報の周知方法についてであります

が、生活基盤の弱いひとり親家庭に対して

は、必要となるその時々に支援メニューが確

実に利用できるよう情報の周知を図ることが

肝要であることを踏まえ、窓口対応や家庭訪

問の支援体制を整備し、個別相談での情報提

供や周知に努めており、手当額の改正などに

ついては、個別通知しているほか、市のホー

ムページや広報みさわへ掲載するなど、周知

を図っております。 

 また、１月に開設した子育て応援サイト

は、スマートフォンにも対応しておりますの

で、活用していただくことで、さらなる周知

が図られるものと期待しております。 

 福祉問題のひとり親家庭への支援について

は、以上でございます。 

 続きまして、健康問題のひきこもりへの対

応についてお答えいたします。 

 厚生労働省の定義では、ひきこもりとは、

通学も仕事もせず、６カ月以上家にいて、他

人とかかわる外出をしていない人としており

ます。 

 また、内閣府における、ひきこもりに関す

る実態調査によりますと、ひきこもりの状態

にある方は、全国で推計７０万人となってお

ります。 

 このような状況を背景に、生活困窮者自立

支援法が平成２７年４月から施行されまし

た。生活困窮者自立支援法では、社会的孤

立、いわゆるひきこもり等への対応について
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は、任意事業として、ひきこもり対策推進事

業実施要領で定められており、その事業の実

施主体は、都道府県または指定都市となって

おります。 

 当市では、生活困窮者自立支援法に基づく

必須事業の自立相談支援事業と住宅確保給付

金事業を実施しております。 

 この法律によらない一般的なひきこもりに

関する相談件数は、保健師が対応している事

例では、平成２３年度から年２回実施してい

る心のケア相談において、３件となっており

ます。 

 また、障害者に対しては、平成２４年度か

ら障害者相談員を４名配置し、サービスを利

用されていない障害者宅を訪問し、サービス

の内容などの説明を行い、本人の利用希望が

あれば、その場で申請手続を行うなど、対象

者に対するサービスの利用促進を図っており

ますが、現在のところ、家庭訪問時の状況や

窓口相談において、ひきこもりに関する相談

等はございません。 

 また、高齢者の総合相談窓口として、市の

地域包括支援センターと市内４事業所に委託

している在宅介護支援センターがあり、介護

や健康相談を中心に、平成２６年度では延べ

１,０７７件の相談がありましたが、この相談

の中で、冬場は道路の凍結などで転ぶと危な

いので外に出たくないというお話はございま

したが、ひきこもりに関する内容は特にござ

いませんでした。 

 また、県が開設した地域若者サポートス

テーションにより三沢市で開催された出張無

料相談会では、平成２５年度から２７年度ま

での、ひきこもりに関する相談件数は１３件

となっております。 

 これらの事例についての対応といたしまし

ては、ひきこもりに関する相談窓口と専門機

関への支援は県の青少年男女共同参画課が担

当しておりますので、市の窓口に相談があっ

た場合、現在は保健師が電話や面接で相談対

応し、状況に応じて家庭訪問や医療機関への

受診、福祉サービスの利用に向けた相談支援

を行っておりますが、重症と思われる場合

は、県の専門機関へつなぐこととしておりま

す。 

 市といたしましては、今後も本人や家族と

の信頼関係を時間をかけて丁寧に築きなが

ら、一人一人の状況に応じた継続的な支援に

つなげ、当事者及び家族が地域の中で孤立す

ることなく、自立した日常生活が送れるよう

に、支援に努めてまいりたいと考えておりま

す。 

 次に、ひきこもりに関する市の実態調査に

ついては、家族にとりましても大変デリケー

トで複雑な問題であり、市単独での調査は、

今までのところ行っておりませんが、今後、

実態を把握するための方法をどのようにした

らよいのか、さまざまな方法が考えられます

ことから、調査研究してまいりたいと考えて

おります。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻雅彦君） 春日議員。 

○１０番（春日洋子君） 御答弁ありがとう

ございました。 

 それでは、ただいまの御答弁に対し、再質

問させていただきます。 

 はじめに、行政問題の１点目でございます

けれども、路面下空洞調査についての２点目

について再質問をさせていただきます。 

 先ほど建設部長より、今後の市が想定して

いる調査距離数と調査計画についての御答弁

をいただいたところでありましたけれども、

緊急輸送道路４.４キロ、その後はまた段階的

に幹線道路の約８０キロに対しても調査をし

ていきたい旨の御答弁をいただいたというふ

うに受けとめておりましたけれども。 

 それでは、今後、国からの交付金等も活用

するということでございますので、こちらの

申し込み、また、それが受理されてからとい

うことになろうかというふうに思っておりま

すけれども、およそ調査に対してのスタート

年次はどのようになる――何年度からという

意味ですけれども――見込みであるかという

ことを、どのように現在は想定していらっ
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しゃるのか、参考にお聞かせいただきたいと

思います。 

○議長（小比類巻雅彦君） 建設部長。 

○建設部長（高橋常幸君） 路面下空洞調査

のスタート年次についてお答えいたします。 

 平成２８年度に、国のほうに補助金の申請

を実施したいと思っておりますが、それにつ

いて採択をいただければ、平成２９年度から

実施のほうはスタートできるのではないかと

いうふうに考えております。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻雅彦君） 春日議員。 

○１０番（春日洋子君） ぜひよろしくお願

い申し上げます。 

 次に、３点目でありますけれども、総務部

長より総合評価入札方式に対する御答弁をい

ただきました。 

 県におきましても、同様の路面下空洞調査

については、県道につきましては県の事業と

してなされるということでございます。 

 重複するかと思いますけれども、平成２６

年６月に公共工事の品質確保の促進に関する

法律が一部改正されたということでございま

して、県におきましても、国が策定する発注

関係事務の運用に関する指針というものに

沿って、県発注工事の実情に応じて公共工事

の品質確保に努めているとの情報を受けてお

りましたけれども、同様の県道と市道という

ことではありますけれども、この事業、路面

下空洞調査という大きなくくりの中では、同

様な発注方式等も検討していくものというふ

うに望むものですけれども、このような県の

取り組み事例も参考にしながら、総合評価入

札方式に関して検討に盛り込んでいくという

お考えがあるか、その点について再質問させ

ていただきます。 

○議長（小比類巻雅彦君） 総務部長。 

○総務部長（宮古直志君） 再質問にお答え

いたします。 

 入札契約制度につきましては、法制度の改

正や社会環境の変化に対応した制度とするた

め、適時適切に見直しを進めながら、他の事

例を参考とし、総合的に判断をいたしまし

て、透明性、競争性を高め、公平公正な執行

の確保に努めてまいりたいと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻雅彦君） 春日議員。 

○１０番（春日洋子君） よりよい品質確保

について、また、事業を進めていただく一つ

の方策として、前向きに検討をお願いしたい

というふうに思っておりました。 

 それでは次に、行政問題の２点目の英語に

触れる環境づくりについて再質問させていた

だきます。 

 市長より、今後、より親しめる番組づくり

を研究してまいりたいとの、そのような御答

弁をいただいたところでありますけれども、

私も素人ですので、勝手にイメージを膨らま

せておりまして、番組づくりに関しては、私

の理想とする思いは、各家庭においては定着

していくということが前提かなというふうに

思っております。 

 それは、放送の曜日と時間が定着されてい

て、家庭で家族そろって楽しめる番組の内容

がありがたいなということを、希望的に思っ

ているわけなのですけれども、市として、

マックテレビの番組づくりについてですけれ

ども、前向きに検討してくださるのか。この

点について、市長より明快な答弁をお願いし

たいと思います。 

○議長（小比類巻雅彦君） 市長。 

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たします。 

 市民の方々、さまざまな意見の交換の場で

も、さらには、市長と語る懇談会等でも、い

わゆる国際化といいますか、グローバル化の

ことが大変話題になります。中でも、市民、

子供たちの英語に接する機会といいますか、

そういうことを大切にしなければというよう

な御意見であります。私も全く同感でありま

すので、マックテレビの英語番組、ぜひと

も、いろいろ審議会等もございますが、提言

をして、実現されるように努力したいと思い
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ます。 

 以上です。 

○議長（小比類巻雅彦君） 春日議員。 

○１０番（春日洋子君） 再質問に係る御答

弁ありがとうございました。楽しみにしてお

りますので、ぜひよろしくお願いいたしま

す。 

 それでは次に、行政問題の３点目でござい

ます。移動式赤ちゃんの駅の導入について再

質問させていただきます。 

 今年度、事業は違いますけれども、バス停

の環境整備事業が実施されております。利用

者の多いバス停から順次、上屋やベンチの設

置がなされることになって、現在その工事が

進んでおりますけれども、バス停の環境整備

事業は、市民へのサービスの一環であると

思っておりまして、大変思いやりのある取り

組みということをうれしく思っている一人で

ありますけれども、同様に、この観点から考

え合わせますと、移動式赤ちゃんの駅の導入

ということは、前段でも申し上げましたとお

り、子育て支援策であり、思いやりの取り組

みであるというふうに私は思っております。 

 健康福祉部長からの御答弁でありますけれ

ども、ニーズ調査、ニーズ調査という以前

に、私は、行政が手を差し伸べてあげられ

る、そういう取り組みをしていただきたいと

いうことを望んでいるのでありまして、必要

か必要ではないかではなくて、ないから使っ

ていないわけでございますので、その導入

を、移動式赤ちゃんの駅が、このように市と

して、皆様の子育てしやすい環境づくりに市

が取り組んでいきますということの、その思

いがあるかないかというところがポイントだ

というふうに思っております。 

 そこで、移動式赤ちゃんの駅の導入につい

てでありますけれども、担当課、担当部とし

まして、そういうよりよい一歩進んだ環境整

備に努めていくお考えがあるか、前向きなお

考えであるか、そのことを確認させていただ

きたいと思います。 

○議長（小比類巻雅彦君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（小泉富男君） 移動式赤

ちゃんの駅についての再質問にお答えいたし

ます。 

 春日議員おっしゃるとおり、移動式の赤

ちゃんの駅、確かに数ある子育て支援の中で

一つの方策であると思いますし、子育てしや

すいまちづくりの一環にもつながるというこ

とで、整備が必要な事項であると認識してお

ります。 

 しかし、市の歳入が大幅な増収が見込まれ

ない中において、子育て支援策につながる全

ての事業が予算化できればよいのでしょうけ

れども、そうでないだろうと。国も新たな子

育て支援策を打ち出してまいりますが、補助

率が４分の３であったり、２分の１であった

り、また、特に児童扶養手当においては、国

が３分の１で市が３分の２という逆転が生じ

ているケースもございます。必ずと言ってい

いほど市の持ち出しがついてまいります。 

 限られた予算の中で事業を実施することに

なりますので、特に単独での自主財源の投入

につきましては、優先する事業の選択が必要

になると思います。その優先する事業の選択

をする上で、利用する方やイベントを実施す

る団体から意見を聞き、需要と供給のバラン

スを見たりした上で、テントが何張り必要な

のか、購入の予算はどれくらい必要になるの

か、貸し出し体制をどうするのかなどといっ

たことを見積もる必要がございます。 

 そういった理由がございますので、調査研

究する時間をいただきたいということでござ

います。 

 また、他市においては、社会奉仕団体等か

ら赤ちゃんの駅用のテントを寄贈していただ

き、整備したという例もございますので、そ

ういった機会も逃さずに活用することも選択

肢に入れて、できるだけ早く赤ちゃんの駅用

テントの整備を図ってまいりたいと。整備す

ること自体は、前向きに検討してまいりたい

ということでございます。 

 それから、先ほど私の答弁の中で、ひきこ

もりに関する相談件数、保健師が対応してい
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る事例が、平成２３年度から年２回実施と申

し上げましたが、年ではなくて、月２回実施

しているということに訂正していただきたい

と思います。よろしくお願いいたします。 

○議長（小比類巻雅彦君） 春日議員。 

○１０番（春日洋子君） 健康福祉部長、非

常に丁寧で、本当にありがたいお答えなので

すけれども、そこまでの思いかなというふう

に……。 

 赤ちゃんの駅の導入ですね、１基お幾らで

すか。ぜひ皆様に、ちょっと参考に、何百万

円でもございませんので、どれほどの金額な

のかと。私は１基からと思っているのです。

２基、３基とは思っていません。 

 そして、ニーズ調査をして需要と供給と

おっしゃいましたけれども、もっともっと欲

しいという、イベント時には複数重なって、

あっちもこっちもというときに、段階的にふ

やしていければ、またそれは大いに理想的で

はありますけれども、部長、ぜひこの場の皆

様に、この赤ちゃんの駅が１基購入した場

合、お幾らなのか、参考にお示しください。 

○議長（小比類巻雅彦君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（小泉富男君） １基の値段

でございますが、さまざまございますけれど

も、３０万円から７０万円ぐらいというふう

に把握しております。財政担当課とも協議し

てまいりまして、検討させていただきたいと

思います。 

○議長（小比類巻雅彦君） 春日議員。 

○１０番（春日洋子君） ぜひよろしくお願

いいたします。 

 次に、民生問題の婚姻届を提出する際の記

念撮影については、前向きな御答弁をいただ

いたというふうに認識しておりますので、特

段、再質問はございませんけれども、参考に

申し上げさせていただきたいと思います。 

 今回、私がウエルカムボードについての質

問をさせていただいた背景としましては、私

の知人が昨年、喜びにあふれて婚姻届を提出

しに、御主人も休暇をとって、２人そろって

婚姻届を提出しに行ったところ、余りにあっ

けなく、こんなものかと思って、その期待感

がとても冷めたと。 

 これは、申しわけありません。特に申し上

げておきますけれども、三沢市役所ではござ

いません。三沢市民の方が青森市役所、名前

を出してはいけませんけれども、そちらの担

当職員が冷たいとか、そういうことでもない

わけです。ただ、そういうものなのだなとい

うことを思って、聞かされたわけなのですけ

れども。 

 そういう中で、全国の自治体では、市民の

方の喜びの場をともに盛り上げてあげよう、

希望する方には記念撮影をしてあげましょう

という取り組みですね。もちろん市民課長か

らも、これまでも求められればシャッターを

押してあげたというのもありますけれども、

その雰囲気づくりが非常に大事だと思ってお

りまして。 

 私は、このウエルカムボードは、常設する

タイプではなく、さまざまな場所の確保等も

ありますから、希望する方のために用意をし

ておいて、その場に会いましたら出してきて

いただいて、もちろんこのことが導入された

ときには、広報みさわですとか、折々に、市

がこういう取り組みをしておりますので、御

希望の方はどうぞというようなことをアピー

ルしてくださるというふうに思っております

けれども、常設ではなく、邪魔にならない、

また、いろいろなタイプの方がおいでになる

ので、必要なときに、希望する方に、ぜひこ

れを生かしていただきたい、そういう願いで

す。よろしくお願いいたします。 

 次に、福祉問題のひとり親家庭の支援につ

いて再質問させていただきます。 

 国においては、先ほど申し上げましたとお

り、児童扶養手当、第２子以降の加算額を倍

増する。これは経済対策でありますけれど

も。またさらに別の、ひとり親の保育料軽減

の拡充ですとか、それから奨学金云々、支援

策も今後、準備が整い次第強化をしていくと

いうことは承知しておりましたけれども、現

時点におきまして、担当課、担当部におきま
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しては、国からはこのような今後の新たな取

り組み、どのように示されているのか、現段

階でおわかりになることがございましたら、

お聞かせ願いたいと思います。 

○議長（小比類巻雅彦君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（小泉富男君） ひとり親家

庭への支援についての再質問にお答えいたし

ます。 

 国のひとり親家庭に対する支援策や子供の

貧困対策、これについては、児童扶養手当の

第２子以降を拡充することや、低所得者世帯

やひとり親家庭に対する保育料の軽減をする

などの情報は、県を通して情報提供がござい

ました。 

 恐らく今は国会審議中ということで、国か

らは決定通知等がまだ入ってきていない状況

でございますが、国の新制度あるいは現行制

度の改正が行われた場合には、遅延すること

なく速やかに対応してまいりたいと考えてお

ります。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻雅彦君） 春日議員。 

○１０番（春日洋子君） ありがとうござい

ました。 

 今、部長、私が周知の方法ということをあ

えてお聞きいたしましたのは、これまで残念

なことに、対象者がこういう制度ができたと

いうことを知らなくて、支援を受けられな

かったと。これは福祉の問題だけではござい

ませんでしたけれども、決して、対象者の方

が支援を受けられないで残念であったと。損

か得というのではないのですけれども、さか

のぼって受けられなくて、わかったときから

しか対象にならなかったというような残念な

情報も耳にすることがございましたので、ぜ

ひここはきめ細かにお願いしたいと思ってお

ります。 

 最後になりますけれども、健康問題のひき

こもりへの対応について再質問させていただ

きます。 

 部長からも先ほど来、丁寧な御答弁をいた

だき、大変感謝申し上げます。 

 去る１月３１日付の東奥日報でございまし

たけれども、ひきこもりの人や家族を支援し

ている青森さくらの会がございます。県内の

ひきこもり当事者の家族等、三沢市の方もこ

こに調査に入ったそうですけれども、７１人

に行った調査結果が掲載されておりました。 

 その調査結果によりますと、ひきこもり当

事者の平均年齢は３０歳、１０年以上のひき

こもりは約４割であり、社会からの疎外感や

将来の不安を訴える切実な声が目立っていた

そうです。この方たちは、第一に何を望んで

いるかといいますと、気軽に相談できる窓

口、そして、悩みを語り合える居場所が欲し

い。こういうことを求める意見が多かったと

いうことでありました。 

 先進的に取り組んでいる事例がございまし

て、秋田県藤里町では、平成２３年にひきこ

もりの実態調査を独自で行いました。その結

果、１５歳から５５歳の町民のうち１１３人

が長期不就労者で、引きこもっていることが

わかったのです。この結果を踏まえて、社会

協議会の方たちはコミットをオープンいたし

まして、在宅のひきこもりの方、また、お仕

事についていない方を対象としまして、支援

する人もされる人もともに集える場所という

のが、このコミット、福祉の拠点ということ

でしたけれども、日々、地域の交流の場とし

て、２００人以上が参加しているということ

でございました。 

 私も、大体全国では推計ということがあり

ますし、また、ひきこもりはなかなかデリ

ケートで、ぜひ実態調査も、また研究してい

くということですけれども、担当部だけでは

かなりハードルも高い、厳しいと思いますの

で、地域の民生委員さんですとか、町内会長

さん、地域の方たちは、表には出せないまで

も、あのお宅にはこういう人がいるのだよな

ということは承知していると思うのです。 

 勝手にその情報は表に出すわけにはいかな

いかもしれませんけれども、その点をぜひ実

態調査をし、その後の段階として、次の段階

としては、やはり外に出られない人のことを
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考えると、窓口に行くのが困難である。そう

いうことで、市としても相談体制の周知を

ホームページに立ち上げて、努めていただき

たい。このことを、最後に再質問させていた

だきます。よろしくお願いします。 

○議長（小比類巻雅彦君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（小泉富男君） 再質問のひ

きこもりの実態調査の把握と、それとホーム

ページに周知するという件についてお答えい

たします。 

 春日議員も御存じのとおり、実態調査につ

いては非常に難しいようでございます。内閣

府の推計では、約７０万人と言っております

が、厚生労働省の研究班の推計では、２６万

世帯ぐらいだろうと言っております。同じ国

の機関の中でも意見統一がされていないとい

う状況でございます。 

 また、ひきこもりの問題は、最近クローズ

アップされてきたものでございまして、調査

方法もさまざまで、まだ確立していないとい

うのが現状であろうと思われます。 

 したがいまして、当市におきましては、先

進事例を参考に、実態把握のための調査方法

などを研究してまいりたいと。町内会にお願

いするのか、社会福祉協議会にお願いする

か、民生委員にお願いするのか、さまざま検

討してまいりたいと考えております。 

 それから、周知方法についてでございま

す。 

 市独自のひきこもりの専用サイトは現在ご

ざいません。市の保健師がサポートできる範

囲が限られておりますので、最終的には、県

の専門機関につながざるを得ないという状況

でございます。 

 独自の専用サイトの掲載については、三沢

市と同様に県の専門機関が設置されていない

市町村と意見交換しながら検討してまいりた

いと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻雅彦君） 以上で、春日洋

子議員の質問を終わります。 

 この際、午後１時まで休憩します。 

午前１１時４５分 休憩   

──────────────── 

午後 １時００分 再開   

○議長（小比類巻雅彦君） 休憩前に引き続

き、会議を開きます。 

 ここで、議長を交代します。 

○副議長（野坂篤司君） 議長を交代しまし

た。 

 それでは、一般質問を次に移ります。 

 太田博之議員の登壇を願います。 

○８番（太田博之君） ８番みさわ未来の太

田博之でございます。 

 それでは、通告に従いまして一般質問をさ

せていただきます。 

 はじめに、観光問題。斗南藩記念観光村及

び先人記念館の今後の運営について伺いま

す。 

 さて、平成２７年度は、斗南藩記念観光村

及び先人記念館開館２０周年の年であり、そ

して、廣澤安任生誕１８５年の記念すべき年

であります。そうしたことから、廣澤安任を

はじめ、この地域の発展に尽くした人々の業

績を検証する特別企画展等が、一般社団法人

三沢市観光協会主催のもと、平成２７年５月

３０日から１２月１３日までの間、明治から

平成、移り変わる三沢を通期で開催。そし

て、「廣澤安任 未来への挑戦と軌跡」と題

し、第１部「廣澤安任の生涯」、第２部「廣

澤安任遺品展」、そして第３部「廣澤安任 

未来への挑戦と軌跡」の３部構成で展示、開

催されたのことであります。 

 不覚にも私自身、足を運ぶことはできませ

んでしたが、どのような反響があったので

しょうか。 

 御承知のとおり、同施設は、三沢市の観光

資源としてはもちろん、また、地域のコミュ

ニティーの核施設として重要な位置づけであ

ると認識しております。 

 しかし、まち中から車で３０分程度かかる

上、２次交通も不十分で、今後の同施設の運

営に危惧されている方も決して少なくはあり

ません。 
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 そうした中、ここ数年の社会的背景からな

のでしょうか、幕末に関するドラマやドキュ

メンタリーが数多く取り上げられ、平成２５

年の大河ドラマ「八重の桜」では、岡田義徳

演ずる会津藩士廣澤富次郎こと廣澤安任が登

場するなど、全国から注目を浴びました。 

 また、その放送にちなんで、特別企画展

「新島八重と斗南」が盛況のうちに開催され

たことは、まだ記憶に新しいところでありま

す。 

 そこで、その斗南藩記念観光村及び先人記

念館が２０周年を迎えるに当たり、以下につ

いてお伺いいたします。 

 １点目は、冒頭紹介しました２０周年の特

別企画展の実施内容について、その内容と検

証について伺います。 

 ２点目は、同施設の今後の運営方針と今後

のあり方について伺います。 

 そして３点目として、高野沢地区にひっそ

りとたたずんでいる廣澤安任侯のお墓につい

て、行政として今後どのようにかかわってい

くのか伺うものであります。 

 このことにつきましては、５年前の同施設

の１５周年の際にも一般質問で取り上げた事

案であります。 

 当時、私は、同施設を訪れた会津藩の末裔

の方々が、この機会に廣澤安任のお墓にお参

りをしたいとの問い合わせが多いことから、

廣澤安任のお墓を同施設内の敷地に移設した

らどうかと尋ねたところ、当時の執行部の答

弁は、故人のお墓が観光資源となっている例

も多数あることから、廣澤安任のお墓を同施

設へ移転した場合、観光振興にはつながると

思います。しかしながら、仮に偉業をたた

え、とうとぶ心を育てるという目的を第一に

掲げたとしても、個人所有のお墓を移動させ

ることについて、市から働きかけることにつ

いては差し控えたいと考えておりますとのこ

とでありましたが、現在でもこのお考えに変

わりがないのか、伺うものであります。 

 ちなみに、この機会に、若干、廣澤安任の

お墓を紹介させていただきますが、高さは３

メートル近い大きなお墓で、威風堂々とした

すばらしいお墓であり、そしてまた、「廣澤

安任之墓」と書かれておりますが、これを揮

毫したのは、土佐藩出身で、明治政府では、

陸軍士官学校校長、そして農商務大臣を務め

た谷干城であります。 

 また、廣澤安任の隣のお墓には、安任の息

子、養子でございますが、廣澤辨二のお墓も

建てられておりますが、このお墓の揮毫をし

たのは東大総長を務めた山川健次郎というこ

とで、歴史的遺産であり、さらには極めて文

化的な貴重な三沢市の財産だということを申

し添えたいというふうに思います。 

 次に、行政問題。２０２０年の東京オリン

ピック・パラリンピックの合宿誘致について

お伺いいたします。 

 このことについても、私が平成２６年第３

回定例会において、同大会の合宿誘致を提案

したところ、執行部から「オール三沢で誘致

活動を進めてまいりたい」とのことを受け

て、昨年の１１月、２０２０年に開催される

東京オリンピック・パラリンピック大会を、

地域活性化に生かすための合宿誘致における

活動方針を策定されたところであります。 

 そこで、以下について伺います。 

 １点目、誘致活動の進捗と、来年度以降の

関連事業の取り組みについて伺います。２点

目、誘致活動の指針にある国際教育の概要に

ついて伺います。 

 最後は、教育問題。「三沢市民の歌」及び

「市民のちかい」の活用についてお尋ねする

ものであります。 

 毎年、市主催の成人式では、冒頭に「市民

のちかい」の朗読、そして、式典の最後に、

出席者全員で「三沢市民の歌」の斉唱が行わ

れています。三沢市の未来を担う新成人が、

「市民のちかい」を朗読し、「市民の歌」を

歌うことは、何ともすがすがしく感じるとと

もに、三沢市の将来への希望が満ちあふれて

くると思うのは私だけでしょうか。 

 そうした中、市の主催の行事で、「三沢市

民の歌」及び「市民のちかい」の活用につい
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ては対応がさまざまであります。 

 昭和４３年１０月２３日制定の「三沢市民

の歌」。「市民のちかい」は、残念ながら、

ホームページ等で調べましたが、いつ制定さ

れたのかは調べ切れませんでした。しかし、

私は、この二つは、先人たちが残してくれ

た、とても大切なものだと考えております。

市民の自覚を促し、三沢市の郷土愛を育むこ

とからも、広く活用すべきと考えますが、２

点についてお伺いいたします。 

 １点目、市の行事における「三沢市民の

歌」及び「市民のちかい」の活用方針につい

て伺います。２点目、市内の小中学校におけ

る「三沢市民の歌」及び「市民のちかい」の

指導について伺います。 

 以上で、壇上からの私の一般質問を終わり

ます。 

○副議長（野坂篤司君） ただいまの太田博

之議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。 

 市長。 

○市長（種市一正君） ただいまの太田議員

御質問の行政問題の２０２０年東京オリン

ピック・パラリンピックの合宿誘致について

は私から、そのほかにつきましては副市長並

びに教育長、経済部長からお答えをさせます

ので、御了承願いたいと思います。 

 三沢市では、５６年ぶりに日本において開

催される東京オリンピック・パラリンピック

大会が成功するよう、三沢市として可能な限

りの協力を行うとともに、その貴重な機会

に、スポーツ、教育、文化、経済などの多方

面において大会の開催効果が獲得できるよ

う、昨年１１月に、東京２０２０オリンピッ

ク・パラリンピック競技大会三沢市における

活動推進指針を策定いたしました。 

 今後は、この指針に基づき、事前キャンプ

の誘致をはじめ、さまざまな取り組みをして

いくことといたしております。 

 特に、次世代を担う子供たちや市民の方々

が、日本でオリンピックが開催されるという

ことを実感できるような取り組みを実施して

いきたいと考えております。 

 御質問の第１点、誘致活動の進捗と来年度

以降の関連事業の取り組みについてお答えを

いたします。 

 事前キャンプの誘致につきましては、現

在、公益財団法人東京オリンピック・パラリ

ンピック競技大会組織委員会において策定

し、ことし開催されますリオデジャネイロオ

リンピックにあわせて、世界各国の関係者に

公表される東京２０２０事前トレーニング候

補地ガイドへの掲載の準備を進めておりま

す。この候補地ガイドには、市の概要のほ

か、練習施設などについて掲載をすることに

なっております。 

 このうち、練習施設の整備については、競

技ごとに各日本協会などのチェックを受け、

東京オリンピック・パラリンピック競技大会

組織委員会の定める国際的な基準に基づいた

設備があるかなどについて、技術要件確認書

という書類を発行してもらう必要がありま

す。 

 このことから、現在は、仮称であります

が、三沢市国際交流スポーツセンターで対応

できる競技について調査を行うとともに、対

応可能と思われる競技については、三沢市で

事前キャンプを行うことの優位点をＰＲしな

がら、各競技団体と協議を行っているところ

であります。 

 来年度以降の事業につきましては、候補地

ガイドへの掲載によるＰＲに加えて、さまざ

まな人脈を通じての事前キャンプ誘致を見据

え、関係機関や各種団体、そして市民の方々

に説明をする機会を設け、情報収集、情報交

換に努めてまいりたいと考えております。 

 また、事前キャンプだけではなく、市民の

方々、特に子供たちが一流の選手との触れ合

いや交流が図られるように、オリンピック・

パラリンピックに出場した選手を招いての講

演会や交流会を開催するなど、さまざまな国

の生活や文化について学ぶ機会を設けるた

め、現在、関係団体と協議中であります。 

 さらには、当市出身の内海知秀氏が、バス
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ケットボール女子日本代表ヘッドコーチとし

て、リオデジャネイロオリンピックに出場い

たしますので、内海ヘッドコーチ、そして日

本チームを応援するなど、東京オリンピッ

ク・パラリンピックに向けて、市全体の機運

を高め、事前キャンプの誘致などにつなげた

いと、このように考えております。 

 御質問の第２点目、誘致活動における国際

教育の概要についてお答えをいたします。 

 当市で定めた活動推進指針において、人材

育成などのソフト面において、オリンピッ

ク・パラリンピックに関する取り組みを実施

し、次の世代へレガシー、つまり遺産として

引き継いでいくことを柱の一つとして掲げて

おりまして、その中で国際教育にも取り組ん

でいくことといたしております。 

 当市では、現時点においても国際的な人材

育成に取り組んでおりまして、例えば青森グ

ローバルアカデミーや、あるいはイングリッ

シュキャンプを実施しているほか、小学校に

おいては早くから英語教育を実践し、また、

外国人講師による国際理解教育なども行って

おります。 

 今後は、この国際理解教育などをさらに充

実させるとともに、オリンピック・パラリン

ピック選手を招聘し、彼らの豊富な国際経験

について学ぶ機会を設けるべく、関係団体と

協議を進めているところでもあります。 

 このように豊富な経験を持つ選手と触れ合

い、また、世界各国の生活や文化を学ぶこと

は、子供たちのグローバルな視野を広げ、さ

らには、夢や希望を持って個々の可能性を大

きく広げる機会になるものと考えておりま

す。 

 そして、この取り組みは、オリンピック・

パラリンピックにおける効果を獲得するだけ

にとどまらず、当市の基本理念であります

「人とまち みんなで創る 国際文化都市」

の進展に寄与するものと考えております。 

 今後においては、国際教育のさらなる推進

を図るために、教育委員会、そして各学校や

関係団体と連携しながら、来年度からの事業

実施に向けて調整してまいりたいと考えてお

ります。 

 私からは、以上であります。 

○副議長（野坂篤司君） 副市長。 

○副市長（米田光一郎君） 教育問題の第１

点目、市の行事における「三沢市民の歌」及

び「市民のちかい」の活用方針についてお答

えいたします。 

 「市民の歌」及び「市民のちかい」は、い

ずれも市制施行１０周年記念事業の一環とし

て、昭和４３年１０月２３日に制定されたも

のでございます。 

 市の行事での活用状況でございますが、成

人式において、「三沢市民の歌」の斉唱及び

「市民のちかい」の朗読を行っております。 

 また、行事以外では、「三沢市民の歌」の

メロディーを防災行政無線放送による正午の

チャイムに使用しており、「市民のちかい」

につきましては、多くの方に目にしていただ

けるよう、市庁舎ロビーでの掲示、三沢市

ホームページ、県民手帳への掲載のほか、公

会堂敷地内に「市民のちかい」を刻んだ石碑

を設置しております。 

 御質問の市の行事における活用方針につき

ましては、現在、特に決まったものはなく、

各行事の担当部署において、その使用につい

て判断しているところでございます。 

 今後におきましては、「三沢市民の歌」と

「市民のちかい」が、より多くの市民の方々

に親しまれ、郷土愛が育まれるような活用方

法等について検討してまいりたいと考えてお

ります。 

○副議長（野坂篤司君） 教育長。 

○教育長（吉田 健君） 教育問題の２点

目、市内小中学校における「三沢市民の歌」

及び「市民のちかい」の指導についてお答え

いたします。 

 市内の小中学校における「三沢市民の歌」

及び「市民のちかい」の取り組みの状況につ

いては、毎年、三沢市教育委員会並びに教育

振興会が主催する三沢市小中学校音楽交歓発

表会の閉会の行事の中で、全員合唱で「三沢
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市民の歌」を斉唱しております。 

 したがって、市内全小中学校の参加児童・

生徒は、事前にそれぞれの学校において「三

沢市民の歌」を練習し、当日の交歓発表会に

参加しております。 

 また、教育委員会が発行し、全小学校に配

付しております三沢市小学校社会科副読本の

巻頭に「三沢市民の歌」及び「市民のちか

い」を掲載し、例えば小学校中学年では「郷

土をひらく」の単元で、高学年では三沢市郷

土資料の内容と関連づけながら、社会科や道

徳、総合的な学習の時間等において、各校の

活用の推進を図っております。 

 教育委員会といたしましては、当市の児

童・生徒が「三沢市民の歌」を歌うことがで

き、「市民のちかい」に触れる場の設定は大

事なことであると考えております。 

 このことから、今後も、現在実施している

三沢市小中学校音楽交歓発表会の全員合唱に

向けた、さらなる「三沢市民の歌」への取り

組みの奨励、各校に配付している「三沢市民

の歌」のＣＤを活用し、朝や昼の校内放送で

流すなど、日常的に聞き、なれ親しむ機会を

ふやすことを促してまいります。 

 「市民のちかい」についても、例えば道徳

の時間などにおいて、三沢市民としての誇り

と郷土に対する愛着の心を育み、決まりを守

り、地域理解から地域貢献、そして、未来を

ひらく人づくりのための資料として、活用の

推進を図ってまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○副議長（野坂篤司君） 経済部長。 

○経済部長（山本 優君） 観光問題の斗南

藩記念観光村及び先人記念館の今後の運営に

ついてお答えいたします。 

 御質問の第１点目、企画展の実施内容及び

検証についてでありますが、このたび、斗南

藩記念観光村・先人記念館開館２０周年特別

企画展につきましては、「廣澤安任 未来へ

の挑戦と軌跡」と題し、平成２７年５月３０

日から１２月１３日までの期間、第１部から

第３部までの構成で実施したところでありま

す。 

 その展示の中には、勝海舟や松方正義から

贈られた直筆の扁額や、安任が斗南移住当

初、宿としてお世話になった五戸町の方に

贈った脇差しなど、この展示に当たり寄贈ま

たは寄託された、当館では初公開となる資料

等も多く含まれておりました。 

 また、特別企画展のほか、記念式典、記念

誌の発行、記念講演会も実施いたしました。 

 この事業の検証についてでありますが、特

別企画展における入館者数の単純比較では、

一昨年度の「新島八重と斗南」の入り込み数

９,２６３人をピークに、 昨年度の「新撰組

と廣澤安任」の４,０２０人をさらに下回る

２,２７０ 人にとどまったところでありま

す。 

 その要因といたしましては、ＮＨＫ大河ド

ラマ「八重の桜」効果が薄れたことやメディ

アへの露出も減少し、市外及び地元住民の

方々を十分に誘引できなかったことが挙げら

れます。 

 しかしながら、プラス面の効果といたしま

しては、２０周年という節目に当たり、これ

まで埋もれていた史実や資料を調査成果とし

て収集できたことが、まず一つ目として挙げ

られます。 

 また、特に、記念講演会では予定人員を上

回る入り込みを見せ、その内容のすばらしさ

から、講演後の反響も大きく、市内外の方々

に安任の魅力や功績を伝承する礎を一層構築

することができたものと認識しております。 

 御質問の第２点目、同施設の今後の運営方

針等、今後のあり方についてお答えいたしま

す。 

 先人記念館では、このたびの２０周年記念

事業はもとより、３カ年にわたる特別企画展

等の開催を通して、安任にゆかりのある全国

各地の博物館、資料館、その他関係者との

ネットワークが構築されたものと考えており

ます。 

 今後は、このネットワークを生かしなが

ら、安任をはじめとする先人の情報発信拠点
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としての機能をさらに高められるよう、地域

教育に果たす責務も踏まえ、誘客に努めると

ともに、さらなる文化・観光資源としての探

求、磨き上げ及び地域内外への情報発信に努

めてまいります。 

 御質問の第３点目、廣澤安任のお墓の対応

についてお答えいたします。 

 以前の一般質問で、廣澤安任のお墓を斗南

藩記念観光村内に移設する考えがあるかとの

御質問に対し、故人のお墓の移設を市から働

きかけることは差し控えたいと御答弁申し上

げ、さらに、再質問答弁で、民間の方も巻き

込み、御遺族の意向が変われば、行政として

協力することはやぶさかでない旨を御答弁申

し上げたところであります。 

 その後の経過といたしましては、一昨年度

の開催の特別企画展「新島八重と斗南」を

きっかけに、御遺族の方々との交流機会がふ

え、資料をはじめ、残された財産などについ

ても御相談させていただく機運が醸成されて

きたという認識を持っております。 

 いずれにいたしましても、お墓は個人の所

有物である以上、御遺族の意向が最優先に尊

重されるべきであり、市がかかわるとしても

多くの課題がありますので、貴重なものであ

るとの認識は持っておりますが、慎重に検討

を進めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○副議長（野坂篤司君） 太田議員。 

○８番（太田博之君） それでは、何点か質

問順に再質問させていただきますが、まず、

観光問題で、今、山本部長のほうから答弁が

ありました。山本部長自身は、郷土の歴史研

究家としても、かなり勉強いただいて、私も

よく教えていただくことが多いのであります

けれども、今の第３点目の安任さんのお墓の

件でございます。まさしく故人のお墓でござ

いますし、行政のかかわりといったものは、

確かに難しい。私は、移設というのは多分難

しいのだと思うのです。 

 ただ、移設というものではなくて、先ほど

も申しました、あれだけの歴史的な遺産であ

り、文化的にも貴重なものであり、三沢市の

宝の一つだと思うのです。 

 今まさに、そういった御親族の方というの

ですか、御遺族の方というのですか、そう

いった廣澤家の方々との距離が大分近くなっ

てきて、この先どういった形になるかわかり

ませんけれども、そういった機運が高まれ

ば、市としても、さらに前に進んだ形で、観

光資源とかというのはまた別として、歴史を

振り返る一つの素材として、何とかいろいろ

な角度から語っていかなければならないもの

ではないかなと私自身思うのです。 

 ５年前に答弁したのは、今、副市長の米田

さんが経済部長のときに答弁されたかと思い

ますけれども、そういう意味で、移設とは別

に、そういった三沢の財産として、市として

のかかわり方、今後どういった形の方向性が

あるのか、思いを山本部長からぜひお聞かせ

いただきたいというふうに思います。 

○副議長（野坂篤司君） 経済部長。 

○経済部長（山本 優君） 思いということ

でございます。 

 先ほども申し上げましたように、廣澤家の

方々とは、大分親しくお話をさせていただく

ような形になってきました。その中で、やは

りお墓という問題は、当然個人のものではあ

りますが、話の中にも出てまいります。以前

はいろいろと、どちらかというと後ろ向きの

意見が多かった中、このごろでは、どちらか

というと、自分たちでずっと管理していくの

は難しいなと、何とかならないかなというよ

うな意見もございます。 

 ただ、先ほども言いましたように、いろい

ろな課題がございますので、そういうことを

踏まえながら検討してまいりたいと思ってお

ります。 

 以上です。 

○副議長（野坂篤司君） 太田議員。 

○８番（太田博之君） ありがとうございま

す。 

 政策とは、スピード感を持ってとよく言い

ますけれども、この事案については、本当に
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時間をかけてゆっくりと、廣澤家の方々とお

話をしながら、将来の三沢市の歴史の一つの

財産として活用できる日を心待ちにしており

ますので、歴史研究家の一人としても山本部

長には期待しておりますので、ぜひ頑張って

いただきたいというふうに思います。 

 質問を次に移ります。行政問題についての

再質問を行います。 

 市長のほうから、関連事業等、そしてま

た、活動の指針の中にある国際教育について

答弁をいただいたところでございますけれど

も、内容は理解いたしました。 

 市外の方も、三沢の国際色あふれるまちづ

くり、この誘致活動に絶対プラスになるので

はないかという意見を多数聞きます。先般の

東奥日報の社説にも、三沢市の誘致活動に期

待するというような社説が載っておりました

けれども、まさに我が三沢市の誇る国際色豊

かなまちづくりが、オリンピック誘致にかけ

る、まちづくりの中にも教育の中にも、多分

この５年間、誘致活動をするということは、

すごいプラスになることだというふうに私は

思っているのです。 

 ただ、残念ながら、指針を見ますと、さま

ざまなことが書かれているのですけれども、

やっぱり誘致活動ということなのですね。私

は、これは誘致運動に展開をしていかなけれ

ばならないのではないかなというふうに思っ

ています。 

 いろいろな各団体と協議しながら、さまざ

まな活動を続けていくというふうになるので

すけれども、私自身、この方向性について

は、この指針に関しても何ら異を唱えるもの

ではないのですけれども、１点だけ言わせて

いただきたいのは、やはり主役は私は子供た

ちではないかなと思うのです。この５年間、

まさに国際教育という形を通しながら、パラ

リンピックの合宿誘致を行う。 

 いわゆる何が言いたいかというと、子供た

ちの自主性をどこに、この誘致活動の中に反

映させていくのかというところが大事なのか

なと。いろいろ問題をクリアしなければなら

ない。そういった部分でいうと、経済団体、

いろいろな団体の方々に協力を求めなければ

ならない。確かに私はそうだと思います。 

 しかし、５年後、ひょっとしたら合宿誘致

ができなかったかもしれない。ただ、その合

宿運動を行った子供たちのこの５年間の中

に、まさにレガシー、この三沢市を振り返る

機会だったり、これからの三沢市をいろいろ

考える一つのきっかけに、この誘致活動は私

はなるのではないかなと。そこの中で一番大

事なのは、子供たちが考える誘致活動であ

り、子供たちが主役である誘致活動、いわゆ

る誘致運動に持っていくための一つの方向性

は、子供たちが合宿誘致をもしもするのであ

れば、子供たちだったらどうするのだろう

と。いわゆる自主性、学校から、誘致をしま

しょう、こういうことをしましょうというカ

リキュラムを提供するのも大事なのですけれ

ども、私たちは、子供たちがみずから動き出

すような、そういう環境づくりといったもの

が私は必要ではないかなというふうに思って

いるのです。 

 繰り返しになりますが、結果云々ではなく

て、この５年間のプロセスを、子供たちのた

めに、どうこの合宿誘致が展開していったら

いいのかというところを、改めて御見解をお

伺いしたいと思います。 

○副議長（野坂篤司君） 政策財政部長。 

○政策財政部長（大澤裕彦君） オリンピッ

ク・パラリンピックの誘致活動の再質問につ

いてお答えいたします。 

 もちろん行政側、それから大人とか、そう

いう活動ももちろん大事ですが、太田議員

おっしゃるような、子供たち、教育委員会と

かＰＴＡ、いろいろな団体がございますの

で、そういうものも含めて、いろいろ協議さ

せていただいて、一緒に連携をとりながら、

レガシーを達成できる。最終的には、事前合

宿を誘致できるような形まで進めていくこと

を目標として進めていきたいと思っておりま

す。 

 以上でございます。 
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○副議長（野坂篤司君） 太田議員。 

○８番（太田博之君） 三沢市のレガシーの

醸成に、この誘致活動がどのようにかかわっ

ていくのか、私も市民の一人として協力して

いきたいと思いますし、また、その中で子供

たちの成長も見守りたい。今まさに青森県人

が、この間のオリンピックのサッカー予選大

会でもすばらしい活躍をし、その中でも青森

県人が手倉森監督以下、頑張っています。そ

ういった意味も含めて、今そういった部分で

流れが来ていると思いますので、子供たちの

自主性、子供たちの豊富なアイデア、行動

力、ここを全面に出せるような指針の運用、

レガシーを醸成していっていただきたいと思

います。 

 それでは最後に、教育問題でございます

が、特にここの部分に関しては、満足のいく

答弁をいただいたので、再質問はございませ

ん。ぜひとも前向きに進めていただきたいと

いうふうに思います。子供たちの郷土愛を育

むための「市民のちかい」、「市民の歌」、

ぜひともよろしくお願いいたします。 

 終わります。 

○副議長（野坂篤司君） 太田博之議員の質

問を終わります。 

 それでは、一般質問を次に移ります。 

 山本彌一議員の登壇を願います。 

○１６番（山本彌一君） 我々の任期満了に

伴う今議会の一般質問の大トリを務めさせて

いただきます拓心会の山本彌一でございま

す。 

 本日は、政治姿勢と行政問題、そして商業

問題の３点を質問いたします。 

 まずはじめに、政治姿勢問題からでありま

す。 

 市長は、今議会の開会に当たり、まちづく

りの意欲を示されたところであります。国の

地方創生は、いわゆる東京一極集中から多極

分散型の国土を形成し、国際化と情報化、そ

して少子高齢社会に対応する新しいライフス

タイルの確立を目指しております。 

 よって、地方は、今後、中央依存から離脱

して、地方と世界が１対１の関係を持って、

現代の多様化と個性化へアプローチしながら

変わっていくことが、地方の活性化への大き

な原動力となると考えるものであります。 

 これを実現するには、地方がそれぞれの特

性と多様性を競いながら、地方自治の原点に

立って創意工夫の地域づくりが課題でありま

す。本日は、このことを踏まえ、地方創生へ

の取り組みをお尋ねいたします。 

 我が国は、政治、経済、そして社会とも

に、大変革の時代を迎え、何が起こるか不透

明な時代であります。こうした激動の時代だ

からこそ、我々に柔軟な頭脳と果敢な行動力

が求められております。 

 今、日本の再生へ向けて、なすべき課題は

多くあります。デフレへの効果的施策はもと

より、抜本的な構造改革もなし遂げなければ

なりません。一方、広がる国際化に対応した

国策を定めることも必要でありましょう。 

 こういう状況の中で、人口減少問題を抱

え、国の地方創生が動き出します。今は、国

の地域への活性化の多くは期待できない時代

であります。限られた資源を有効に活用する

ため、むしろ国は、みずから助くるものを助

くの精神で、みずからの創意工夫を傾注して

いる地域にこそ、重点的かつ効果的に手を差

し伸べようとしております。 

 国の地方創生は、行政が一つの目的意識に

よるビジョンと、これを達成する計画性を求

めております。そのためには、本市の特性を

生かす政策の選択と、その優先順位を定め、

実行と効率的なまちづくりを高めるため、こ

れまでの総花式を排除しなければなりませ

ん。 

 よって、躍動感を与える、きらめく市政を

目指すメーンテーマ、つまり、目玉が絶対欠

かせない条件であります。 

 国の地方創生は、地方の創造的な発展が

競って推進されていく時代であります。この

時代の要請に対し、よく応えられるかどうか

は、実際に行政を担当する首長をはじめ、職

員諸氏がいかに情熱を傾け、どう持てる能力
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を発揮するかに、その全てがかかっていて、

地方自治が果たす役割は極めて大きい。 

 この国の地方創生の制定を受け、私、第３

回定例会での質問に対し、当局は、本市に多

くの外国人が居住するという地域特性を生か

した、国際的視野を持った人材育成と人口定

住化への推進を図り、雇用機会を創出し、本

市の歴史、文化と自然の特性を最大限生かし

た施策に取り組むということでありました。 

 今、地方の時代は、地方の国際化の時代で

もあると言われております。また一方、東北

地方は、２１世紀への日本を支えるニューフ

ロンティアであるとも言われているところで

あります。これを実りあるものにするには、

本市が独自で、産業や学術並びに文化の国際

交流の拠点となる構想を打ち出すことが重要

課題であります。 

 すなわち、他に先駆けて国際交流中核都市

構想を目標に掲げ、地域住民の自立性を高

め、ひいては国際情勢の変化にも耐える独自

の産業を含め、本市の持っている光を積極的

に生かした地域社会の形成を確立し、世界の

平和と繁栄に貢献できることが期待されると

ころであります。 

 特に、近年の地方の時代の中にあって、本

市を取り巻く環境も大きく変化してまいって

きております。それは、高速交通体系により

市街地形成に直接影響を与える条件も生じて

きて、地域住民から、将来に対応した人口定

住性の高い、魅力あるまちづくりが強く求め

られてもおります。 

 本市は、他市と比較して、多様な特性や資

質がございます。したがいまして、国と青森

県の国際核融合施設研究の取り組みにあわ

せ、本市の特性を生かし、国際居住リゾート

ゾーンや国際産業技術交流センターなど、空

港や鉄道等の地域間の道路交通体系の整備を

はじめ、学術、文化、青少年の研修交流など

を含む国際文化交流と高等教育機関の設置を

図り、いわゆる真の国際的に開かれたまち三

沢を売り出すため、国際交流都市構想を明ら

かにし、国際交流中核都市の実現を目指すべ

きと考えるものであります。 

 つまり、本市が自立していくためには、国

際性を最大限生かすことであります。それに

は、まず、本市が国際交流中核都市宣言を基

本理念に掲げ、新しい時代に合致した真の国

際的に開かれたまちづくりを目指すことが、

国の地方創生に合致するものと考えるもので

あります。 

 これは、全国的に見ても、いわば実験都市

となります。これを行政と市民が一体となっ

て推進することが重要であります。将来を見

通した戦略と財政計画を示すことで、本市は

４万都市ではありますが、だが、独自性を発

揮することによって、世界にも通ずるワール

ドシティになり得ると確信をいたします。 

 したがいまして、本市が国の地方創生への

取り組みへ盛り込むべきと思いますが、まず

はじめに、市長から答弁を求めるものであり

ます。 

 次に、行政問題の定住対策構想の土地利用

計画についてお尋ねをいたします。 

 まちづくりは、限られた土地の有効利用と

限られた人口の能力向上のほかに、すぐれた

個性及び特性を生かすことにあります。よっ

て、まちは、市民生活の場と企業活動の場が

調和を保ち、安全かつ快適でなければ、住民

が豊かな生活を営むことができません。その

ためには、限られた本市の土地が適切に利用

が図られているかが重要であります。したが

いまして、土地の有効利用を図るため、自治

体として最も緊急かつ重要な施策課題であり

ます。 

 これまで個性あるまちづくりが言われて久

しいが、個性のあるまちづくりとは何か。中

心市街地の空洞化は日を追って迫り、これま

で過疎地帯とは一般的に農村地を指してきた

が、今ではまちの中心部が過疎地となり、幾

多の問題を抱えるまでとなっております。こ

れも時代の流れと、半ばあきれ返ったムード

に包まれ、ただ流れのままに身を任せれば、

まちはますます寂れていくばかりでありま

す。 
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 これまで本市において、都市環境の改善策

はとられてきているが、その主なる内容は、

都市基盤整備や都市の不燃化による防災の向

上と、市街地住宅の供給等に大別されます。 

 これまで各市町村とも、都市の特色や再生

に取り組んではきたが、国では、さらに総合

的に再開発を推進するため、都市再開発法が

制定されました。 

 しかし、都市再開発の仕組みは、国レベル

での構想や長期計画に基づいたものが各市町

村や地域社会へ下がって、いわば上からのま

ちづくりであったため、地域社会では、我が

町、我がふるさとと呼べるまちづくりではあ

りませんでした。 

 これまでの都市計画法では、土地利用計画

について、都市計画区域と市街化調整区域に

２分して、いわゆる線引き制度を採用してき

ております。これは、都市の無計画や無秩序

な膨張を抑制するために、都市の再開発と整

備を図る地域と、保全や調整を主に考える地

域に区分しています。 

 他方、これら地域を除く市街地調整区域

は、原則として用途地域規制の適用はなく、

市街地開発事業を第２の問題として扱ってい

るところであります。 

 本市の堀口地域の周りに大型のショッピン

グセンターや多くの事業所をはじめ、住宅が

進出し、市街地化が進んできている地域であ

ります。 

 また一方、農地の所有者は、担い手がな

く、耕作放棄地が急速に増大してきている地

域でもあります。 

 本来、土地は、所有するためではなく、利

用、活用のためにあります。したがって、こ

うした現状に対し、土地利用の調整者とし

て、自治体は農振法の解消問題等に土地利用

を図る観点から、積極的にリーダーシップを

発揮すべきであります。 

 人間は何に魅力を感ずるか。それは、居住

環境の快適性や生活の利便性並びに余暇の利

用や社会の施設などで、夢、刺激性、多極

性、創造性が強調されてきているところでも

あります。 

 これら一言一句を加味しながら、魅力ある

地域社会づくりとは何か、いま一度原点に立

ち返って、本市の広域の市民定住促進への都

市計画の中で、何を見直して、どう対策を位

置づけるか、明確な方針を打ち出さなければ

なりません。 

 これまでの都市計画は、県知事が整備、開

発、また保全の方針をマスタープランとし

て、各市町村の都市計画に関する基本方針が

定められております。 

 しかし、平成４年の都市計画法の改正で、

都市計画マスタープランづくりは、住民の合

意と創意工夫を重視し、これまでの全国画一

的な計画を各市町村に示す方式を改め、現場

のレベルできめ細かに実施するため、各市町

村独自のまちづくりの具体的ビジョンを策定

することが可能になりました。 

 本市の人口は４万人余りで、高齢化や少子

化を背景に、自然動態の減少基調が進む中

で、優良な広域的な市街地化にある諸条件を

十分生かすため、堀口地区農地の土地利用を

図り、中核都市としての機能を高める都市開

発に挑戦すべきであります。 

 堀口地区農地の利用計画は、南山地区及び

大津地区との一体感が図られ、本市のより一

層のまちづくりの活性化につながると確信を

いたすものであります。この堀口地区の農地

利用の将来ビジョンがあるのか、答弁を求め

るものであります。 

 次に、商業問題の郊外大型店進出と対応に

ついてお尋ねをいたします。 

 近年、本市において、相次ぐ郊外集積型の

大規模店の出店で、消費者は安く便利になっ

たと喜び、その一方で、商人は商売が成り立

たなくなったと嘆く言葉をよく聞きます。結

果、くしの歯が欠けたように、閉店に追い込

まれ、シャッターをおろした店が多く見ら

れ、シャッター通りと呼ばれるようになりま

した。 

 これに対し、商工会があの手この手で対抗

策を打ち出してはきているものの、例えば空
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き店舗の貸し付け制度や各種の活性化対策、

そして、資金の融資制度を実施してきており

ます。 

 こうした保護のもとで、過去と同じ商売を

していては、商店の活性化は期待できないこ

とは明白であります。自由経済のもとで、消

費者は選択権を持った王様である以上、行政

もその流れを変えることができないとすれ

ば、中心商店街の活性化は、みずからの力

で、その活路を見出さなければなりません。 

 これまでの単に大型店の進出反対を唱えて

も、通用しない時代となってきております。

まちとまちの都市間競争が激しくなり、自分

のまちで欲しいものがなければ、隣のまちへ

行きます。 

 一方、魅力のあるまちには人があふれ、魅

力のないまちは閑古鳥が鳴く。しかも、発展

プランが何もないところに発展の道がないと

言ってよいでしょう。 

 本市の近くに大型ショッピングセンターが

進出し、広大な面積に何千台と収容できる駐

車場や複合施設を完備し、本市の消費者の流

れも大きく変えられ、まちづくりに大きな影

響を与えるまでとなり、商業を取り巻く環境

が一層厳しさを増してきているのが実態であ

ります。 

 車社会を迎え、既存の商店街の集客が低下

し、商業活動の集積の分散化に加え、大型店

の競争が激化し、これらによって商業圏が拡

大し、消費者のニーズに応える新しい体制が

できつつあります。 

 近年、これらの中心商店街の衰退を、大型

店の進出によると我々は理由づけてきている

が、社会構造が著しく変化して、これによっ

て定住人口等が移動して、新しい既存商店街

と郊外新規商業集積型との対立で、その相関

関係によるものと見るべきであります。 

 地域中心の商店街の繁栄は、人の心に安ら

ぎを与え、郷土愛を盛り上げることに欠かせ

ない条件であります。 

 これまで、本市は商工会と一体となって、

商業構造の改革・改善や情報提供の充実に取

り組み、商業の振興対策を講じてきてはいる

が、もはやこれらの施策だけでは、問題の解

決は困難であります。 

 特に、ここ２年あるいは３年、閉店する商

店が続出し、本市の寂れかける商店街の活気

を取り戻すために、関係団体と英知を絞り、

活性化への対策に取り組むことが大きな課題

であります。 

 よって、本市の使命は、小売店と郊外商業

集積型と共存できる、新しいアイデアで魅力

を盛り上げる政策を考えるべきであります。

魅力のないまちは排除するという、本市が決

意を新たにして、新しい体制で両立できる政

策に臨むべきと私は考えるが、それらの取り

組みについては、当局はどのような構想を

持っているのか、答弁を求めるものでありま

す。 

 以上で、私の一般質問を終わります。 

○副議長（野坂篤司君） ただいまの山本彌

一議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。 

 市長。 

○市長（種市一正君） ただいまの山本議員

御質問の政治姿勢問題については私から、そ

の他につきましては担当部長からお答えをさ

せますので、御了承願いたいと思います。 

 政治姿勢問題についての御質問の地方創生

への取り組みについてお答えをいたします。 

 地方創生は、我が国が直面する人口減少問

題への取り組みでありまして、当市において

も、国が策定した長期ビジョン及び総合戦略

を踏まえながら、当市の人口現状と将来の展

望を提示する三沢市人口ビジョンと、今後５

年間の目標や施策の基本的方向と具体的な施

策をまとめた「三沢市まち・ひと・しごと創

生総合戦略」の策定を進めているところであ

ります。 

 当市は、三沢市総合振興計画において、

「人とまち みんなで創る 国際文化都市」

を基本理念に掲げ、各種施策を展開している

ところであります。 

 特に、国際化の推進については、社会人や
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大学生を対象とした、青森グローバルアカデ

ミーの開催、高校生及び中学生については、

ウェナッチバレーへの親善使節団の派遣のほ

か、イングリッシュキャンプを県内中学生対

象と市内中学生対象の計２回の開催を実施し

ております。 

 また、小学生については、全国でも先進的

な取り組みとして、英語教育をいち早く実践

し、また、総合的な学習の時間の中で、外国

人等の講師を招いて、異なる文化、生活など

について学ぶ国際理解教育を実施するなど、

さまざまな事業を実施しているところであり

ます。 

 地方創生におきましても、米軍基地が存在

し、多くの外国人が居住するという当市の地

域特性を生かし、国際交流や国際的視野を

持った人材育成を総合戦略の重要な施策とし

て位置づけしております。 

 新年度におきましては、青森グローバルア

カデミーのフォローアップ事業の、高校生を

対象としたウェナッチバレーカレッジ英語研

修事業を新たに計画するなど、将来の国際系

高等教育機関設置を見据え、事業を進化させ

てまいりたいと考えております。 

 今後におきましても、国際交流事業を継続

しつつ、国際交流中核都市宣言までは至りま

せんが、これまで以上に、当市の国際色を生

かした多様な事業を推進してまいりたいと

思っております。 

 私からは、以上であります。 

○副議長（野坂篤司君） 政策財政部長。 

○政策財政部長（大澤裕彦君） 行政問題の

定住対策構想と土地利用計画についてお答え

いたします。 

 近年における三沢市の定住対策や土地利用

計画については、三沢市総合振興計画のも

と、南ニュータウンの整備や三沢市立三沢病

院の移転に伴う周辺環境の整備など、さまざ

まな施策を展開してまいりました。 

 また、平成２２年度には、三沢市全体の都

市計画に係る将来ビジョンと、その実現に向

けた具体的施策の基本方針を定めた三沢市都

市計画マスタープランを改定し、まちづくり

の指針として活用しているところでございま

す。 

 御質問の堀口地区の農地につきましては、

現在、一部の地域を除き、農業振興地域の整

備に関する法律、いわゆる農振法の農用地区

域に指定されてることに加え、土地改良事業

の受益地となっていることから、農業を目的

とした土地利用以外の開発に着手することは

非常に困難な状況にあります。 

 しかしながら、三沢市都市計画マスタープ

ランにおいて、当該地区は土地利用検討地区

としていることから、三沢市全域の農地計画

との整合性や中心市街地及びその他の地域の

進展、人口動態、民間開発の動向など、三沢

市全体の方向性を見きわめながら、土地利用

計画の検討を進めてまいりたいと考えており

ます。 

 今後も農業関係者を含む住民の合意形成や

関係機関との調整を図りながら、計画的な市

街地形成による定住化対策を推進するととも

に、社会情勢の変化に柔軟に対応し、健全で

秩序ある三沢市のまちづくりを目指してまい

りたいと考えております。 

 以上でございます。 

○副議長（野坂篤司君） 経済部長。 

○経済部長（山本 優君） 商業問題の郊外

大型店進出と商業者の共生についてお答えい

たします。 

 当市の中心商店街は、終戦後の基地建設と

ともに急激に構築、発展し、以後、地域に密

着した身近な買い物の場や地域住民の交流の

場としての機能を担うなど、当市におけるに

ぎわいの場として大きな役割を果たしてまい

りました。 

 しかしながら、近年、人口の減少や少子高

齢化の影響による地域経済の低迷、市内外へ

の郊外型大型店の進出やインターネット販売

などによる消費者行動の変化、加えて、商店

主の高齢化や事業継続問題なども相まって、

旧来の中心商店街を取り巻く環境は年々厳し

さを増しております。 
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 また、このことは全国的な趨勢でもあり、

この打開に向け、全国各地で中心市街地の再

興に向けたさまざまな取り組みが行われてお

りますが、当市におきましても、商工会や地

元商店会と連携し、各個店のさらなる魅力向

上や各種イベントの開催による集客などに力

点を置く形で、中心市街地の活性化に向けた

各種施策に積極的に取り組んでいるものの、

当該エリア全体のにぎわい創出にはまだまだ

努力が必要と考えております。 

 こうした中にあって、既存商店街と郊外型

大型店がともに繁栄できる方策については、

市としても重要な課題であるとの認識を持っ

ておりますが、今年度、国の交付金を活用し

て実施したプレミアム商品券発行事業におい

ては、郊外型大型店にも商工会に入会してい

ただいた上で、地元事業者と同様、事業に参

加いただいており、このことは、市全体の経

済活性化という観点から、大変有意義であっ

たと考えております。 

 今後は、さらにそれぞれの店舗の特色を生

かした商業振興への取り組みについて、商工

会や、このたび設置されます中小企業振興会

議とともに協議検討し、三沢市全体の経済発

展に向けた事業の展開を図ってまいりたいと

考えております。 

 以上でございます。 

○副議長（野坂篤司君） 山本議員。 

○１６番（山本彌一君） それでは、再質問

させていただきます。 

 まずはじめに、地方創生の取り組みについ

てお尋ねをいたします。 

 市長からは、国際化に向けた進展にあわせ

て、小中高、それらの教育等に重点を置いて

今後進めるということでありますが、ただ、

残念なのは、なぜそこまで、三沢市振興計画

は国際文化都市を目指してやってきている状

況、かなり効果が上がってきているのに、な

ぜ国際交流中核都市を宣言、何か差しさわり

があるのか。宣言するだけで、何もそんな、

かた苦しいわけでもないのだと思います。 

 そこで、国の地方創生は、行政が一つの目

的意識によるビジョンと、これを達成する計

画性が求められております。それには、本市

が自立していくためには、まず、市長も何度

も唱えているように、国際性を最大に生かす

ほかありません。それなのに、国際交流中核

都市宣言はできないという、全く残念であり

ます。 

 本市の創生総合戦略の素案、先般、議会に

説明されました。しかしながら、それを見ま

すと、事業案といいますか、素案は、市民に

躍動を与えるメーンテーマ性が弱く、今取り

組んでいる総合計画の範囲内の内容でありま

す。国の求める戦略に即応しているとは言い

がたい。今こそ、小手先の戦略ではなく、思

い切りのよい施策、まちづくりを目指すべき

であります。 

 地方創生に向けた新しい戦略に対し、私

は、メーンテーマ、きらめく市政を目指す国

際交流都市を打ち出し、そして、その目標に

対する数値目標、財政計画を盛り込む、これ

が重要だと考えるが、その辺は取り組む気が

あるのか、再度答弁をいただきたいと思いま

す。 

 次に、行政問題の定住対策の土地利用計画

について再質問させていただきます。 

 現在、当局は、堀口地区の道路の整備を実

施しているところであります。今後の新しい

道路整備計画について、どのように延ばして

いかれるのか。そういう将来ビジョン、堀口

地区農地の道路計画のビジョンがどうなって

いるのか、その辺、答弁いただきたい。 

 そこで、もう一点は、我が三沢市長は、当

時、今のおいらせ農協の組合長を経験してい

る方でもあります。よって、農業には大変、

全国の連合会の会長も務めておられますし、

農地には我々よりも大変詳しい方でありま

す。農振法の解消というのは、本来、行政の

道路計画、何か重要な施設等で、どんな問題

があっても実現、農振法をはいで利用してき

ておる。日本全国ではかなりの自治体の面積

になると思います。その面積は私わかりませ

ん、調べておりませんので。 



― 45 ―

 そこで、堀口地区の農地、優良な土地なの

です。我が三沢市にとっては大きな財産であ

ります。残念ながら、これから将来に向け

て、農振云々の調整に向けて考える。しか

し、これだけでは市民はわくわくしません。

よそへ行きます。 

 答弁にあったけれども、さつきケ丘団地だ

とか、成果は上がっているでしょう。しかし

ながら、農振法をはぐだけで、市では道路計

画をこれからきちっとやっていけば、我々農

業者といいますか、私もその一人なのですけ

れども、全て土地利用、今だと全く耕作放棄

地になっています。そうすると、商店街づく

りにもいいでしょう、あるいは住宅云々、売

りますよ。もう農業はやれません。ただ、あ

のまま放っておけば、土地がもったいない。

三沢市の財産が、全く税金が上がってこない

状況。 

 そういう状況を踏まえて、ここは二つ、道

路計画について１点、農振法のどうこうにつ

いては、市長から、どういう状況にあって、

農業者のトップですから、この辺、将来に向

けて、やっぱり市民に、あの土地の利用促進

を、市自体が農振法の調整を図るのだとぶち

上げるだけでも、わくわくは違います。この

辺、市長からも答弁いただければありがたい

のですけれども、嫌ならしようがないのだけ

れども。 

 そこで最後に、商業問題であります。 

 これまで、大型店が来ると、反対反対とい

う運動が、既存の商店街の方々はすごい精力

を使って反対運動をやってきているのが実態

であります。 

 今後は、そうでなくて、よそから三沢にな

ぜ来るだろう。魅力があるからであります。

ここを忘れないでいただきたい。 

 そこで、お尋ねしたいのだけれども、大型

店とうまくやる、整合性といいますか、ちま

たのうわさによれば、まだ何か北村云々の牧

場だとか、今言った堀口の農地のあたりで、

何か空港道路の脇に大型店等がまだ張りつく

というそういう情報が流れているが、市のほ

うではこうした情報をどのぐらいつかんでい

るのか、答弁いただければありがたいので

す。 

 何といっても商業の活気を取り戻すには、

消費者が往々にしてよそから、悪いけれど

も、おいらせ町の大型店の消費者はほとんど

三沢がかなり多いです。取り戻そうよ。三沢

は４万都市を維持できます。これらの政策を

打つことによって、私は４万都市以上の経済

効果なり、国際性に向けたまちを発信できる

と思ので、再質問の答弁をよろしくお願いし

ます。 

 以上で終わります。 

○副議長（野坂篤司君） 答弁願います。 

 政策財政部長。 

○政策財政部長（大澤裕彦君） 再質問にお

答えいたします。 

 まず、地方創生のほうの再質問でございま

すが、国際交流中核都市宣言をなぜしないの

かということでございますが、まず、「三沢

市まち・ひと・しごと創生総合戦略」は現在

策定中でございまして、先日も議員の皆様全

員に説明会をさせていただいたり、産業建設

常任委員会等で御意見いただいたり、今は住

民の方々の意見をいただくことで作業を進め

ております。 

 それで、素案の大きなものとして、四つの

大きな目標、働きたくなるまち、住みたくな

るまち、育てたくなるまち、自慢したくなる

まちという大きな基本目標を掲げることで、

今は作業を進めておりますが、その中に、基

本的方向と具体的な施策ということで、国際

化の推進という大きな目標を掲げておりま

す。その中で、ただいま山本議員御指摘のよ

うな国際化の強力な推進ということを掲げて

おりますので。 

 その前の振興計画の基本理念の中に、国際

文化都市というものがございますので、執行

部のほうとしては、何となくダブりになるよ

うな感じもしまして、実際は強力に三沢市の

特徴ということで、そういう施策を進めてま

いりたいということで、現在、策定中でござ
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いまして、皆さんの意見をいろいろ聞きなが

ら、よりよい方向に持っていきたいというこ

とを考えております。 

 なお、数値目標等を掲げるべきだというこ

とでありますが、数値目標を掲げて推進して

まいりたいと思っていますし、その裏の財源

については、そのたびそのたびの毎年の予算

において御審議いただきたいというふうに考

えております。 

 それから、次の堀口地区のことで、市長か

ら答弁ということでしたが、専門的なことが

多いので、私のほうから御答弁させていただ

きますが、農振の除外をするためには、国の

非常に厳しい条件がございます。 

 ただ、その中で、道路だけに関しまして

は、五つ厳しい条件があるのですが、それは

道路をつくることは許可が得られるというこ

とで、今現在の道路計画は、通称空港アクセ

ス道路と言っていますけれども、東岡三沢・

松原線といって、空港から市立病院に抜ける

までの道路と、それに平行で通っているユニ

バースとかスーパードラッグアサヒのあると

ころを東西に真っすぐ抜ける道路と、ユニ

バースの南側というのですか、大町三沢線と

堀中の前の道路を南北に抜ける道路、十字に

抜けるような計画を現在進めてございます。 

 堀口地区、通称焼山地区の農振除外につい

ては、非常に厳しい法律の規制がございます

が、議員おっしゃるような、大津、堀口市街

地との中間にございますので、何とかできな

いものかという市長からの指示がありまし

て、実際に県のほうとか、今、一生懸命交渉

している最中でございます。法律的には非常

厳しいハードルがありますが、時間をかけて

何とかそういう方向に持っていけないものか

というふうなことで、現在、交渉を進めてい

るところでございます。 

 以上でございます。 

○副議長（野坂篤司君） 経済部長。 

○経済部長（山本 優君） 商業問題の再質

問にお答えいたします。 

 今後、市内に大型店が進出する情報が入っ

ていないのかということについてでありま

す。 

 店舗面積が１,０００平方メートルを超え

る、いわゆる大規模小売店舗が立地する場合

には、大規模小売店舗立地法の規定に基づ

き、設置に関する届出書を県へ提出すること

になっておりますが、現在のところ、新たな

大規模小売店舗の立地に関する情報や届出書

の送付はないということでございますので、

市のほうとしては把握していないところでご

ざいます。 

 以上でございます。 

○副議長（野坂篤司君） 政策財政部長。 

 答弁漏れだそうでございます。 

○政策財政部長（大澤裕彦君） 申しわけご

ざいません。私、先ほど議員の全員説明会と

産業建設常任委員会と申しましたけれども、

総務文教常任委員会の間違いでございました

ので、訂正させていただきたいと思います。

申しわけございませんでした。 

○副議長（野坂篤司君） 山本議員。 

○１６番（山本彌一君） まず最初、土地利

用計画について答弁いただいたけれども、前

向きに検討、難しい規定があるという、それ

らに今取り組んでいるということで、納得し

ました。 

 しかしながら、あの堀口地区の農地を見ま

すと、今、ホーマック、ユニバース、それか

らアサヒだとか、農地転用になって、現在、

営業を始めているわけだよね。それは何なの

か。であれば、それは法があるでしょう、そ

ういう法を最大限利用して、面積を超えなけ

れば簡単にといいますか、通りやすいのか。

さまざま駆使しなければ、私はなかなか南山

あるいは大津地区の一体感というのは、いろ

いろ施設は考えているのでしょうけれども、

つながらないと、三沢市全体のまちというの

は小さく見えます。 

 だから、何かの方法、なぜそういうのがで

きているのかと。そういう手法は、できる方

向、もっと真正面からでも、そういうふうな

のも考慮に入れてやるべきではないか。その
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辺はどうなっているか、再度答弁いただけれ

ばと思います。 

 それで、あともう一点、既存の商店街と大

型店との一緒にできる。私が伺っているの

は、あの空港通りに、名前を言っていいもの

かどうか、何かむつのスーパー、前田ストア

を中心に何店舗か整備中だと聞いているので

す。 

 それと、面積が１,０００平米だかなんかと

言ったのだけれども、それらが県に届け出な

くても来られるような情報というのはつかん

でいないのか。私は、堀口地区の今の農用地

に来るとか来ないとか、あるいはまた一方の

向かいのほうにという情報はつかんでいるけ

れども、おたくたちはつかんでいないのです

か。遅過ぎるよ。つかんでいれば、つかんで

どう動くのか、既存の商店街との整合性をど

うするのか。それをつかんでいないで、何が

政策なの。私らでももう聞いているのだけれ

ども、まだ全然聞いていないのですか。再度

答弁いただきたいと思います。 

○副議長（野坂篤司君） 政策財政部長。 

○政策財政部長（大澤裕彦君） 堀口地区の

商業施設がなぜ建設されたのかということで

ございますけれども、その申請時は、平成１

２年に申請されておりますが、そのときの土

地改良事業の受益地の見直しが平成１３年に

行われておりまして、その時期に具体的な建

設計画に合った事業者には、その受益地を除

外するということで、その時点の計画があっ

たものですから、今の法の規制にかかってい

ないということでございます。 

 以上でございます。 

○副議長（野坂篤司君） 経済部長。 

○経済部長（山本 優君） 先ほど出ました

一つ目、マエダストアの件です。あれについ

ては、もう告示され、現在もう既に進んでい

るものですから、新たなというところに私は

含めておりませんでした。 

 そしてもう一つ、今出ました堀口地区にと

いう話については、業者が地権者に説明会な

どをやっているという話は伺っております

が、ただ、今お話が出たように、堀口地区の

規制の問題等をクリアしない中での説明会等

ですので、これが即進出につながるのかとい

うと、そういうものではないというふうに感

じておりますので、そういう規制を含めて

も、進む方向にいっているというものについ

ては、今のところ、こちらのほうで情報があ

りませんので、そういうような意味で答えて

おりました。御理解いただきます。 

○副議長（野坂篤司君） 以上で、山本彌一

議員の質問を終わります。 

 これをもって、一般質問を終わります。 

───────────────── 

  ◎日程第 ２ 議案第 １号から 

   日程第４０ 議案第３９号まで 

○副議長（野坂篤司君） 次に、日程第２ 

議案第１号平成２８年度三沢市一般会計予算

から日程第４０ 議案第３９号財産の取得に

ついてまでを一括議題といたします。 

───────────────── 

  ◎日程第４１ 議案質疑 

○副議長（野坂篤司君） 日程第４１ ただ

いま一括議題といたしました全議案に対し、

議案質疑を行いますが、通告がありませんの

で、議案質疑を終結します。 

───────────────── 

  ◎日程第４２ 特別委員会の設置及

び議案の付託 

○副議長（野坂篤司君） 日程第４２ 特別

委員会の設置及び議案の付託を行います。 

 お諮りします。 

 ただいま一括議題となっております議案の

審査に当たりましては、１５名をもって構成

する予算審査特別委員会、８名をもって構成

する補正予算審査特別委員会、７名をもって

構成する条例等審査特別委員会をそれぞれ設

置し、慎重に行いたいと思いますが、これに

御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（野坂篤司君） 御異議なしと認め

ます。 

 よって、予算審査特別委員会、定数１５
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名、補正予算審査特別委員会、定数８名、条

例等審査特別委員会、定数７名をそれぞれ設

置することに決しました。 

 それでは、議案の付託を行います。 

 予算審査特別委員会には、議案第１号平成

２８年度三沢市一般会計予算から議案第９号

平成２８年度三沢市立三沢病院事業会計予算

までの計９件を、補正予算審査特別委員会に

は、議案第１０号平成２７年度三沢市一般会

計補正予算（第５号）から議案第１６号平成

２７年度三沢市水道事業会計補正予算（第２

号）までの計７件を、条例等審査特別委員会

には、議案第１７号三沢市教育に関する事務

の職務権限の特例に関する条例の制定につい

てから議案第３９号財産の取得についてまで

の計２３件を、それぞれ付託します。 

 なお、議案第１７号三沢市教育に関する事

務の職務権限の特例に関する条例の制定につ

いての審議に当たりましては、地方教育行政

の組織及び運営に関する法律第２３条第２項

において、議決の前に本市教育委員会の意見

を聞かなければならないと定められておりま

す。 

 このため、議長において、本市教育委員会

の意見を徴したところ、２月８日付をもっ

て、異議なしとの回答をいただいております

ので、報告いたします。 

───────────────── 

  ◎日程第４３ 特別委員会委員の選

任 

○副議長（野坂篤司君） 日程第４３ 特別

委員会委員の選任を行います。 

 ただいま設置されました３特別委員会の委

員の選任については、委員会条例第８条第１

項の規定により、お手元に配付しております

特別委員会委員及び付託議案一覧表のとおり

指名します。 

 なお、特別委員会委員の方々は、次の休憩

中に、委員長、副委員長をそれぞれ互選し、

議長まで報告願います。 

 また、ただいま設置されました各特別委員

会の組織会は、はじめに、予算審査特別委員

会を大会議室において行い、引き続き、補正

予算審査特別委員会を大会議室、条例等審査

特別委員会を第２会議室において、それぞれ

願います。 

 この際、委員会開催のため、暫時休憩しま

す。 

午後 ２時４３分 休憩   

──────────────── 

午後 ２時４９分 再開   

○副議長（野坂篤司君） 休憩前に引き続

き、会議を開きます。 

 先ほど設置されました３特別委員会の委員

長、副委員長の互選の結果を報告いたしま

す。 

 予算審査特別委員会委員長、森三郎委員、

副委員長、髙橋武志委員。補正予算審査特別

委員会委員長、山本彌一委員、副委員長、小

比類巻正規委員。条例等審査特別委員会委員

長、太田博之委員、副委員長、澤口正義委員

と、それぞれ決しました。 

───────────────── 

○副議長（野坂篤司君） 以上で、本日の日

程は終了しました。 

 なお、明日から１７日までは、特別委員会

審査等のため、本会議は休会となります。 

 次回本会議は、１８日午前１０時から会議

を開きます。 

 本日は、これをもって散会します。 

午後 ２時５０分 散会   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


